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放送のデジタル革命といわれて登場した日本の

地上デジタル放送は、すでに2003年12月に開始

されて広く普及しようとしているが、これを契機

にテレビ大型画面時代に突入している。さらに、

デジタル放送ならではの新しい放送サービスとし

て、1つは「1セグ放送」と呼ばれる携帯端末向け

の地上デジタル放送が2005年度中に、さらに2006

年には、「サーバー型放送」と呼ばれる新しいサー

ビスが予定されており、いよいよデジタル放送の

特長を生かした多彩なサービス展開の時代を迎

えた。

新しいテレビ市場を拓く
1セグメント放送

携帯端末向けの地上デジタル放送とは、現行の

地上デジタル放送の周波数帯域の一部を使用する

移動体受信機向けの放送である。図1の例に示

すように、現在の日本の地上波デジタル放送では、

セグメント（ここでは、放送電波の約5.75MHz帯域

を 13 に分割した 1 つの単位）と呼ばれる約

429kHzの電波帯域を1単位とし、13セグメントを

組み合わせて送信する仕組みになっている。セグ

メントごとに別々のデジタル変調方式を設定する

ことが可能であるため、受信状況の悪い移動体受

信機向けの変調方式を使用する放送と、比較的

良い固定受信機向けの変調方式を使用する放送

とを、混在させて放送できる。

また、帯域中央のセグメントは特別で、1セグメ

ントのみの受信による放送ができる仕組みになっ

ており、これを利用して携帯端末向けの放送を行

う。そのため、この方式は俗に「1セグ放送」〔ワン

セグ放送。1セグメント放送の略〕と呼ばれる。こ

のような1セグ放送の利点には、信号の誤りに強

いDQPSKというデジタル変調方式を使用できる

こと、受信電波帯域が1セグのみでよいので受信

機の小電力化が図れるため、携帯電話、カーナ

ビ、PDAなどへの搭載が期待されている。

特に、携帯電話では、すでに広まっているイン

ターネット利用と併せて、放送と通信を複合的に

使用する新しいテレビサービスやアプリケーショ

ンが誕生し、新しいテレビ市場を生むことが期待

デジタル変調方式：一般に、

情報を運ぶ搬送波に信号を

乗せて送ることを「変調」と

いい、搬送波に乗っている

信号を取り出すこと「復調」

という。とくに、搬送波に

乗せる信号がデジタル信号

の場合をデジタル変調とい

う。

DQPSK：Differential

Quadrature Phase Shift

Keying。デジタル変調方式

の1つ。差動4相位相変調

と訳される。

H.264/AVC：MPEG-2

やMPEG-4の2倍以上の

画像圧縮を実現する最新の

画像圧縮技術。詳しくは、

本誌のH.264/AVC関連記

事参照。

1セグ放送/サーバー型放送
放送のビジネスモデル革命
B u s i n e s s  S e e d s  o f  2 0 0 5

図1 地上デジタル放送で3つの異なった放送の送信を行う際のセグメント割り当て例

5.75MHz（約6MHz） 

約429kHz

1セグ放送 

セグメント 

標準テレビ放送：3セグメントを使用（例） 

HDTVテレビ放送：9セグメントを使用（例） 

亀山 渉
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されている。なお、1セグ放送では、2004年3月

に、H.264/AVCと呼ばれる最新の映像高圧縮方

式を採用することが決定されている。

テレビの視聴スタイルを変える
サーバー型放送

一方、サーバー型放送とは、大容量の蓄積装置

がテレビ受信機に接続されていることを前提に、

いったん放送局からの番組をすべて録画してか

ら、好きなときにそれを再生することを基本とした

放送サービスである。使用される録画機は一般

にPDR（Personal Disk Recorder）あるいはPVR

（Personal Video Recorder）と呼ばれるが、すで

に市場には第1世代のPDRが出回っており、日本

では「ハードディスクレコーダ」（以下HDR）と呼ば

れている。

ハードディスクの価格の下落と大容量化のス

ピードは凄まじく、1年で価格が半分、もしくは同

価格であれば2倍の容量のハードディスクを購入

できるペースで技術開発が進んでいる。たとえ

ば、10局の放送局から送られてくる番組を1週間

分すべて録画する（24時間×7日×10局＝1680時

間）場合は、約4.5TB（4.5テラバイト＝4500ギガバ

イト）のディスク容量が必要となるが、現在の価格

下落スピードから予測すると、2007年には約1万

円でそれを購入できる。つまり、数万円のHDR

によって、見なくてもいいからどんどん番組を録

画し、後で吟味した好きな番組だけを好きなとき

に見るという、新しいテレビ視聴形態がまもなく

生まれようとしているのである。

HDRが広く普及し始めると、放送時間帯や視

聴率によって成立していた旧来のビジネスモデル

はもはや成立しないが、新しいビジネスモデルの

誕生が期待でき、テレビをさらに活性化させるも

のとしての期待が大きい。たとえば、「ターゲティ

ング」と呼ばれる個人の嗜好に応じたCM（テレビ

広告）の差し替え再生がすでに検討されている。

なお、このような環境では、大量に録画された

番組の中から好きな番組を検索できることが必須

機能であり、図2に示すように、メタデータと呼ば

れる番組概要が記述された情報をHDRで処理す

る必要がある。メタデータの規格は、国際標準化

組織であるTV-Anytimeフォーラムでの規格制定

を受け、電波産業会（ARIB）によってARIB STD-

B38という国内規格がすでに制定されている。

メタデータ：Metadata。

データに対するデータ。つ

まり、テレビ番組表に見ら

れるように、ある番組の内

容をコンパクトに要約して

記述したデータのこと。

TV-Anytimeフォーラム：

サーバー型放送システムな

どの新放送システムの標準

化を推進する国際組織。

ARIB：アライブ。Associ-

ation of Radio Indus-

tries and Businesses、

電波産業会。

ARIB STD-B38規格：規

格名「サーバー型放送にお

ける符号化、伝送及び蓄積

制御方式」。2004年5月

に1.1版を発行。2005年

1月に1.2版を発行予定。

QoS： Quality of Ser-

vice、サービス品質（ネット

ワーク上で提供される画像

の品質など）。

図2 サーバー型放送におけるHDRの役割と機能

［ 特集 ］先取！ 今年登場してくる重要Netテクノロジー

番組検索

検索結果

ユーザーからの
番組検索指示

番組の再生

ユーザー嗜好情報

番組検索機能

大容量ハードディスク

番組＋メタデータ

デコーダ（復号器）

放送局から
送られてくる番組と

メタデータ

HDR（PDR/PVR）

蓄積してから視聴するためリアルタイムの
番組送信は必要ない。つまり、番組放送時
におけるQoSを保証する必要はない。その
ため従来の放送局だけでなくインターネッ
ト放送局からの受信でもかまわない。

明示的な検索指示がなくて
もあらかじめ設定してある
ユーザー嗜好情報から自動
的に「今日のお勧め」を提
示することも可能。
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まずは3Gから3.5Gへ

8000万台を超え、そのうちインターネットユー

ザーが7000万人を超える携帯電話は、現在、第3

世代（3G）が普及し始めており、従来の音声通話

に加えて、データ通信の需要が急増している。こ

れに対応して、例えば、KDDI（au）が高速データ

通信サービス「CDMA 1X WIN」として提供して

い る CDMA2000 1x EV-DOで は 下り最 高

2.4Mbpsを達成し、NTTドコモは間もなく3.5世

代とも言われる下り最高 14Mpbs を実現する

「HSDPA」を開始する予定である。一方、コンテ

ンツサービスの面からは、KDDI（au）の1曲丸ご

と携帯電話にダウンロードする音楽配信サービス

EZ「着うたフル」などが開始されている。

このように、データ通信では通信速度が上がる

と、それに伴ってリッチなコンテンツが提供され

るという好循環が起きている。しかし、この傾向

にも限界がある。携帯電話の通信方式では、無線

周波数の技術的な限界があるからだ。つまり、

2.4Mbpsや14Mbpsという値は、携帯電話の基地

局を1人で占有するなど、通信状況が良好の場合

の速度であり、実際は複数のユーザーで帯域を

シェア（共有）しなくてはならないからである。ま

た、キャリアは、データ量の増加に伴って基地局

やバックボーンの設備投資が必要となったり、ある

いはユーザーは利用するパケット量が増えるため、

高い月額の使用料金を納めたりする必要がある。

これでは、携帯電話がどんなに使いやすくなっても

コストの面からサービスとしての限界がある。

4Gへの移行の検討

そこで、国際的にもB3G（Beyond 3G、第3世

代の次世代）あるいは4G（第4世代）などといった

呼び方で、次世代への移行が検討されている。

例えば、総務省の発表では、2010年を目指して、

100Mbpsのブロードバンド無線通信を実現する

4Gの携帯電話サービスが開始されると展望して

いる。

その特徴は、IPv6を用いたパケット交換のバッ

クボーンへの導入、無線MAN（IEEE 802.16e、

802.20）や無線LAN（802.11）など複数の高速無線

通信の利用、アドホック通信（図1）を用いた近隣

通信の利用が想定されており、“Always Best

Connection（ABC）”などと形容されている。

携帯電話キャリアは、通信方式にパケット交換

を利用することによって、設備投資のコスト削減

が可能となり、一方、ユーザーは、急速に拡大し

ている公衆無線LANサービスによって、高速な

データ通信や通話が可能になれば、負担コストを

下げることができる。

4Gへの移行によって携帯電話はその役割を拡

大し、現在のコンピュータやPDA以上の機能を

備えることになる。

4G移行の2つのシナリオ

このように、4Gへの期待は膨らむ一方である

が、そこに向かうまでには2つのシナリオがある。

1つは、携帯キャリアが独自なIP携帯電話網を構

築してインターネットに一部接続する方法であり、

他の1つは、携帯電話網がインターネットに合流し

ていくシナリオである。

コストの面やインフラの管理コストを考えると、

インターネットに携帯電話網が合流するほうが自然

である。VoIP（IP電話）によって固定電話の通話

料が格安になったように、4Gでは携帯電話の月額

3G：Third Generation。

HSDPA：High-Speed

Downlink Packet

Access、第3世代モバイ

ル通信方式「W-CDMA」の

高速データ伝送技術。基地

局からユーザー端末に向か

うダウンリンク（下り）で、

14Mbpsの高速データ通信

を実現する。

W-CDMA：Wideband-

Code Division Multiple

Access、広帯域符号分割

多元接続。NTTドコモや

ボーダフォンなどが採用し

ている第3世代モバイル通

信の国際標準方式。

CDMA2000：KDDI（au）

などが採用している第3世

代モバイル通信の国際標準

方式。

CDMA2000 1x EV-

DO：CDMA2000の規格

の1つ。EV-DOは、Evolu-

tion-Data Only（ Opti-

mizedともいわれる）の略。

最大下り2.4Mbpsを提供

するデータ通信専用規格。

CDMA 1X WIN：KDDI

（au）のCDMA2000 1x

EV-DOサービス名。WIN

は「 We Innovate the

Next」の略。

IEEE：Institute of Elec-

trical and Electronics

Engineers、米国電気電子

技術者協会。IEEE 802委

員会はLANやMANの標準

化組織。

3G・4Gケータイ
ビジネスを放送まで拡大
B u s i n e s s  S e e d s  o f  2 0 0 5

湧川 隆次
慶應義塾大学大学院 政策・メディア研究科
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利用料も下がることが予想される。

4Gに向けて開発される
新しい通信技術

このような移動体通信を実現するために、イン

ターネットでさまざまな新しい通信技術が標準化

されてきている。例えば、インターネットでは、コ

ンピュータはIPアドレスを識別子として通信する

ため、移動することによって、IPアドレスが変更さ

れると通信が遮断されてしまう問題がある。これ

は、引っ越すと前の住所では手紙が届かないのと

同じ原理だ。そこで、10年の議論の末、2004年に

モバイルIPv6（RFC 3776）という技術が標準化さ

れた。これは、コンピュータがどこにいても不変

なIPアドレスで通信をすることにより、インター

ネット上で移動しながらの継続した通信を実現す

るための技術である。

また、SIP（シップ）やENUM（イーナム）とよば

れるインターネット上で電話をかけるための技術

が、VoIPの普及で徐々に実用化が始まっている。

例えば、NTTドコモは、SIPを使った802.11無線

LANとW-CDMA（FOMA）のデュアル端末

（N900iL）を発表（2004年11月）して、サービスを

開始している。このように、インターネット（IP）で

は、携帯電話網を含めたあらゆる移動体通信を

収容する準備が整いつつある。さらに、第4世代

（4G）に向けてNTTドコモなどでは、2002年10月

に行った最大100Mbps屋内信号伝送の実験に続

いて、2004年12月には最大1Gbpsの実験に成功

している。

これらが実用化に向けてブレイクスルーしたと

き、それが4Gになると思われる。この4Gの普及

によって、インターネットが普及して多くの競争と

マーケットが誕生したように、放送まで取り込ん

だ新たなビジネスチャンスが生まれてくることにな

ろう。

MAN：Met ropo l i t an

Area Network、都市域網。

無線MANは、都市規模の

エリアをカバーする無線

ネットワーク。

アドホック通信：アクセス

ポイント（基地局）なしに、

無線端末同士が対等に直接

通信できる通信方式。

SIP：Session Initiation

Protocol、セッション開始

プロトコル。IPネットワー

ク通信で、通信の接続（セッ

ション）を開始したり、切断

したりするプロトコル。

ENUM：イーナム。tEle-

phone NUmber Map-

ping、電話番号とIPアドレ

スを対応付ける（変換する）

ためのプロトコル。

図1 4Gのコンセプトは“Always Best Connection”（ABC）

［ 特集 ］先取！ 今年登場してくる重要Netテクノロジー

インターネット 
バックボーン 

 
 

アドホック通信 
携帯電話網 

W-CDMA、CDMA 2000

無線MAN 
IEEE 802.16e、802.20 

 
 

アドホック通信 
PAN（Personal Area Network） 
例：車車間通信 

有線ブロードバンド網 
FTTH、ADSL、CATV

デジタル放送網 

無線LAN 
IEEE 802.11a、b、g、n
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MPEG-2/MPEG-4の
2倍以上の圧縮率を実現

H.264/AVCは、ITU-TのVCEGとISO/IEC

JTC 1の MPEGとの合同チームである JVT

（Joint Video Team）によって、2003年に策定・

勧告されたデジタル動画像の圧縮符号化の国際標

準規格である。

これは、携帯電話・携帯端末向けの低ビット

レートでの応用からHDTVクラスの高ビットレー

トでの応用に至るまで、幅広い分野に適用できる

汎用的な最新の画像圧縮技術である。

詳しくは本誌の別の関連記事（92ページ）を参

照していただくとして、H.264/AVCは、従来方式

のMPEG-2/MPEG-4などの画像圧縮方式に比較

して2倍以上の圧縮効率を実現している。このた

め、MPEG-2やMPEG-4の半分以下のビットレー

トで、同等の映像品質を実現できるようになり、ま

さに、ハイビジョン時代にふさわしい圧縮技術と

なっている。

活発化するH.264/AVCの採用
H.264/AVCは、国際的にも採用の動きが活発

化している。日本では、ARIBによって地上デジタ

ル放送のワンセグ（1セグメント放送）による携帯電

話・携帯端末向けの視聴用にH.264/AVCを標準

フォーマットとすることが規格化され、2005年度中

のサービス開始が予定されている。

ヨーロッパでも、携帯端末向けのデジタル放送

規格「DVB-H」として規格化された。韓国では、

DMBと呼ぶ携帯端末によるデジタル放送受信の

規格にH.264/AVCが採用されている。米国で

は、ATSCが、デジタル放送全般にH.264/AVCを

採用することで規格化を検討中である。

一方で、高精細度映像を蓄積する次世代光ディ

スクの HD-DVDと Blu-ray Discは、それぞれ

H.264/AVCフォーマットを必須の機能とすること

をDVDフォーラムおよびBlu-ray Disc Associa-

tion（BDA）で決定した。両規格は競合しており、

どちらが主導権を握るか、今後が注目される。

一方、第3世代携帯電話での映像通信を規格化

する 3GPP では、従来の MPEG-4 に加えて

H.264/AVCを拡張機能として使用できるようにプ

ロトコルが整備された。また、インターネットでの

メディア伝送を行うための規格であるRTPには、

H.264/AVCを使用できるように、パケットのペイ

ロードタイプ（送信するパケット内に収めるメディア

のフォーマット）が追加された。

このように、各分野でのH.264/AVC採用の動

きは急ピッチで進められている。2～3年以内に

はデジタル映像を扱うほぼ全領域において実用化

されるものと考えられ、すでに大きな市場が形成

され始めている。

AVC：Advanced Video

Coding、高度画像圧縮符号

化 標 準 。 正 式 に は 、

「MPEG-4 Part10:AVC」

という名称。

ITU-T：国際電気通信連合

（ITU）の電気通信標準化部

門。

VCEG:Video Coding

Experts Group、ビデオ符

号化専門家会合。

ISO/IEC JTC 1：国際標準

化機構/国際電気標準会議の

合同専門委員会1。

3GPP：第 3 世代パート

ナーシッププロジェクト。

第3世代移動体通信方式の

標準化組織の1つ。

H.264/AVC
いよいよ本格的な実用段階を迎える
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花村 剛
メディアグルー取締役・執行役員（技術責任者）

図1 H.264/AVCの性能（MPEG-2/MPEG-4との比較）

1080P

画面サイズ

CIF

QCIF 
（1セグ放送）

HDTV  
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SDTV  
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1～2M384k256k 4M 10M
ビットレート［bps］

20M

MPEG-4

MPEG-2
H.264/AVC

MPEG-2、MPEG-4の半分以下の
ビットレートで、同等の映像品質を
実現できる（圧縮効率2倍以上）
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2004年10月、名古屋で「ITS世界会議　愛知・

名古屋2004」が開催され、ITSが「第二世代」に

入ったことを実感させた。ここでは、ITSを現実

の車社会に取り入れるための課題を整理し、さら

にITSを発展させるための鍵を提案する。

自動車ネットワークの現実

ITSの身近なサービスとして、有料道路におけ

る料金自動徴収システム（ETC）がある。国の後

押しもあって、累計で500万台を超えた。しかし、

ETCの拡張版となる路側帯通信サービス（DSRC）

の実証実験は数年前から行われ、渋滞や事故映

像の提供サービスが提案されているが、まだ実用

化には至っていない。また、走行支援道路システ

ム（AHS）による安全性の向上も急務の課題と言

われているが、実用化はこれからである。

ITSサービスは地上施設と車載器から成るが、

無線基地局など地上施設は公的予算で建設する

ため、車載器（利用者）の増加予測では慎重にな

らざるをえない。このため、「鶏が先か卵が先か」

といった課題を抱え、関係者は知恵と工夫を凝ら

してきた。今後、自動車が外部と通信できる効果

は絶大であり、ネットワークとして普及していくた

めには大きく2つのことが鍵となる。

自動車ネットワーク普及への鍵

第1の鍵は、地上施設の建設に頼らない、車同

士が直接通信するアドホックなネットワークによっ

て、高度化することだ。たとえば、安全技術に関

しては、車載カメラなど予防安全システムの実用

化が始まっており、さらに車車間通信ネットワーク

を使って交差点での出会い頭の事故を防ぐ、高度

な安全システムの開発が進められている。

第2の鍵は、車での移動中も生活空間と捉える

という視点である。移動中の車の中では仕事も

遊びも制約を受けているのが当たり前であった

が、今後は、車での移動環境と、働いたり遊んだ

りするための生活環境との「シームレス化」の実現

が必要となる。

このようなシームレスなネットワークを実現する

ためのアドホックネットワークとして、メッシュネッ

トワークなどが車車間通信として提案されている

（図1）。ITSは、便利で必要なことは誰もが理解

しているが、一挙に最終目標を考えると、大きな

投資と決断が必要となる。

ここでは、ITSを段階的アプローチによって実

現していく考えとして、アドホックなメッシュネット

ワーク技術を紹介した。その実現のためには、高

速移動できたり見ず知らずの車同士が通信できた

りするための無線技術や、セキュリティー技術の

開発が必要となる。

ITS：Intelligent Trans-

port（またはTransporta-

tion）Systems、次世代の

道路交通システム。

ETC： Electronic Toll

Collection。

D S R C ： D e d i c a t e d

Short Range Communi-

cation。

AHS：Advanced cruise-

assist Highway Sys-

tem。

アドホックネットワーク：特

別なアクセスポイント（基地

局）を設置せずに、車と車が

対等に通信（車車間通信）を

行うネットワークのこと。

メッシュネットワーク：無線

LAN などの技術を使用し

て、網の目状（メッシュ）に

拡大していくネットワーク。

図1 メッシュネットワークのイメージ図

ITS
アドホックネットワークが鍵を握る
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インターネット

中継局

A
B

C

D

メッシュネットワークでは、各無線通信端末がルーター機能を併せもち、高速移動中で
も自律分散的に通信経路の構築を動的に行うことができる。
たとえば、対向車線から車両Dが車両A～Cに接近した際、車両Cが中継局となって車両
Dがもつ事故情報や渋滞情報などを共有できる。

村瀬 亨
住友電気工業 自動車技術研究所 所長
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すでにIP電話で使用されているSIP

最近、インターネット業界でIP電話の普及ととも

に注目されている新しい技術、それがSIP（シッ

プ。Session Initiation Protocol、セッション開始

プロトコル）である。これまで、ウェブを見たり、

画像や音楽をダウンロードしたりするなど、片方

向通信が主流であったインターネットの世界に、

「セッション」（後述）という考え方を持ち込み、双

方向のコミュニケーションを可能にする新しいプ

ロトコルである。

このSIPプロトコルは、IETF（インターネット技

術標準化委員会）で 1999 年 3 月に SIP 第 1 版

（RFC 2543）が、2006年6月にアップデートされた

SIP第2版が標準化され、その仕様（RFC 3261）

が発行されている。

SIPが導入され始めているのがIP電話の世界

である。IP電話とは、IP（インターネットプロトコ

ル）を使ったネットワークの上で音声を伝送する

VoIP（ボイプあるいはブイオーアイピー。Voice

over IP）という技術によって電話システムを実現

したものである。

すでに、大手の通信キャリア各社がADSLや

FTTHなどの固定回線のブロードバンドサービス

の上でIP電話サービスを実現しているので、利

用されている方も多いだろう。このIP電話では

SIPを利用するケースが増えている。

それでは、なぜSIPが注目されているのか？

次に、SIPのメカニズムを簡単に説明する。

SIPで双方向コミュニケーション
を実現

SIPは、IPネットワークに接続されたパソコンや

IP電話機などの端末間で双方向マルチメディアコ

ミュニケーションを行うために、「セッション」を設

定するためのプロトコルである。

SIPにおける「セッション」とは、送信側と受信

側のアプリケーション間における「関連付けを行

うこと」を意味している。電子メールのようなアプ

リケーションでは、送信側と受信側のアプリケー

ションが同時に起動し、関連して動作する必要は

なく、電子メールは相手に届きさえすれば情報の

やり取りは成立する。しかし、電話のようなその

場で相手と会話をする必要のあるリアルタイムア

プリケーションでは、発信者と受信者は同時にア

プリケーションを起動し、関連しながら動作しな

いと会話をすることができない。

通信で相手とこのようなセッション（関連付け）

を開始することをInitiation（イニシエーション）と

呼び、これを行うための手順（プロトコル）がセッ

ション・イニシエーション・プロトコル、すなわち

SIPなのである（詳しくは、インプレス刊『改訂版

SIP教科書』を参照）。

ケータイ型IP電話機にもSIPを搭載

SIPを使うことによって、IPネットワーク上で音

声や映像、テキスト情報をリアルタイムにやり取り

できる。SIPの応用例としては、すでに、IP電話

やIPテレビ電話などが実用化されている。たとえ

ば、マイクロソフトのウィンドウズXPに搭載されて

いるMessengerには、SIPを利用したソフトフォ

ンと呼ばれるVoIPソフトウェアが標準搭載されて

いる。このようなソフトウェアを使うことにより、海

外の友人と電話をしたことのある人もいるだろ

う。

しかし、SIPが注目されているのは、ソフトフォ

IPTPC： IP Telephony

Promotion Ceneter、IP

電 話 普 及 促 進 セ ン タ。

2002年4月に発足。沖電

気工業などIP電話ベンダを

中心にIP電話の普及促進の

ために設立した団体。市場

啓蒙のためのセミナーの開

催やVoIP技術者認定試験、

検証サービスなどを提供し

ている。

http://www.iptpc.com/

IETF：Internet Engineer-

ing Task Force。

3GPP：Third Genera-

tion Partnership Pro-

ject、第3世代パートナー

シップ・プロジェクト。第3

世代（3G）移動体通信規格

などの標準化組織の1つ。

SIP
インターネット双方向リアルタイム通信を可能にする
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千村 保文
沖電気工業 IPソリューションカンパニー バイスプレジデント（技術統括）

IP電話普及推進センタ（IPTPC）センタ長
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ンだけではない。最近話題になっている無線

LANを用いたケータイ型のIP電話機にもSIPが

搭載され始めている。SIPは、IPネットワークを用

いて、音声や画像をIP電話機だけでなく、パソコ

ンなどの間でもやり取りできる。このような特徴

を活かして、企業内の無線LANや公衆無線LAN

の下で利用できる端末が登場している。たとえ

ば、NTTドコモが発表したN900iLや沖電気の

WSP-500などが、その例である。

これらの端末では、音声での通話だけでなく、

ブラウザーを使ったウェブアクセスやメール、

チャットが可能である。特に、N900iLは屋外では

第3世代携帯電話のFOMAとしても利用できる。

拡大するSIPの適用範囲

このように、SIPの適用エリアは日々拡大してい

る。今後は、第3世代携帯電話そのものがIPネッ

トワークを介して利用可能になり、そのときのプ

ロトコルにはSIPが利用される予定である（3GPP

という第3世代携帯電話の規格を決める標準化組

織で、そのような方向性が決まっている）。また、

SIPの利用範囲はIP電話だけではない。今後は

ネット家電などにもSIPが適用されるだろう。そ

うすれば、インターネットを介してネット冷蔵庫か

らビールを注文できる日も、そう遠くはない。

SIPによる新しいビジネスの創出

そのためには、世の中のSIPネットワークが相

互に接続される必要がある。残念ながら、現時点

ではいくつかのIP電話キャリアのネットワークが

接続されているだけである。このような現状を解

決するため、2004年12月1日に「VoIP/SIP相互接

続性検証タスクフォース」（主査：東京大学 江◆浩

助教授）が発足した。この団体には、主要なキャ

リアやベンダーが参加している（筆者もコアメン

バーの1人として参加している）。

このような動きが活性化されることで、インター

ネットにおいて、SIPによる双方向コミュニケー

ションが可能な新しいアプリケーションが広がり、

新しいビジネスが創出されていくと期待されてい

る。

図1 企業におけるSIPの応用例：ケータイ型IP電話／ソフトフォンなどによる新しいシステムのイメージ

［ 特集 ］先取！ 今年登場してくる重要Netテクノロジー

IPネットワーク 

ソフトフォン 

ソフトフォン 

無線LAN

基地局 

IP対応遠隔 
回線ユニット 

FAX

IP基地局 

ルーター ルーター 

ルーター 

ウェブアプリケーション／ 
業務アプリケーション SIPサーバー 

ゲートウェイ IP電話機 

ソフトフォンon PDA
ケータイ型IPフォン 

ケータイ型IPフォン 

リモートオフィス環境の実現 

ソフトフォン／モバイル端末 
によるフリーデスクの実現 

PHS

小規模オフィス 大中規模オフィス 

本店／データセンター 外出先 

IP電話事業者 

インターネット網 

電話網 
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IP化すると有利な3つの理由

最近、これまでの固定電話の機能をIP上で実

現するVoIP（IP電話）が実現し、すでに多くのプ

ロバイダーからIP電話サービスが提供されてい

る。その背景には、次のような理由がある。

（1）ますます増大するデータのトラフィック（通信容

量）と、電話のトラフィックを共通のIP基盤上

で提供することによって、トータルなコストを

削減できる

（2）音声をIP上で実現することによって、画像な

どと融合させた利便性の高いマルチメディア

サービスを提供できる

（3）エンドユーザーに対して、ブローバンドアクセ

スをIPで一元化できるようにすることによっ

て、利便性と経済性の向上を実現できる

携帯電話ネットワークの構成

このような固定（有線）ネットワークのオールIP

化の流れは、実現時期の違いこそあるが、携帯電

話の世界にも波及し始めている。図1に示すよう

に、携帯電話ネットワークは大きく分けて、次の4

つの部分から構成されている。

（1）ユーザーの携帯電話と基地局（BTS）を接続す

る無線アクセス部

（2）基地局（BTS）や無線ネットワーク制御装置

（RNC）を含む無線ネットワーク（RAN）部

（3）電話やパケット通信の制御を行いながら、固

定電話網やインターネットとの接続を担当する

基幹部分であるコアネットワーク（CN）部

（4）各種アプリケーションサーバーや運用処理、

料金処理などの付帯系ネットワーク部

現在の携帯電話ネットワークの場合は、データ

の送受信のIP化が進んでいる状況である。

オールIP化は2007年頃から

このような構成要素の携帯電話ネットワークの

オールIP化は、図1に示す1、2、3の順序で

進められる。

BTS：Base Transceiver

Station、基地局。

RNC： Radio Network

Controller、無線ネットワー

ク制御装置。

RAN： Radio Access

Network、無線ネットワー

ク。

CN：Core Network、コア

ネットワーク。

IETF：Internet Engineer-

ing Task Force、インター

ネット技術標準化委員会。

モバイルIP
携帯電話網のオールIP化とモバイルIP
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図1 携帯電話ネットワークとオールIP化の展開

（1）無線アクセス部 

基地局 
（BTS） 

基地局 
（BTS） 

基地局 
（BTS） 

基地局 
（BTS） 

RNC

RNC パケット交換 パケット交換 インターネット/ 
イントラネット 

電話交換 電話交換 固定電話網 

（4）付帯系 
 ネットワーク部 

3無線アクセス 
におけるIP化の 
実現 

携帯電話 

（2）無線ネットワーク（RAN）部 

BTS：Base Transceiver Station、基地局 
RNC：Radio Network Controller、無線ネットワーク制御装置 

RAN：Radio Access Network、無線ネットワーク 
CN：Core Network、コアネットワーク 

（3）コアネットワーク（CN）部 
2RANでIP転送を実現 1CNでIP転送を実現 

藤岡 雅宣
日本エリクソン 事業開発本部長
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1まず、コアネットワーク（CN）部で、音声を含

めたIP転送を実現する

2次に、無線ネットワーク（RAN）部において

ATM転送に代わってIP転送を実現する

3最後に、ユーザーが実際に使用する無線ア

クセス部で、音声のVoIP化を含めたIP化を

図り、コアネットワークから無線アクセスに至

るまで、オールIPネットワークを実現する

1は、基幹ネットワークのIP一元化によって経

済性と運用性を向上できること、2は広く普及し

ているイーサネットなどの伝送媒体を使用して

ネットワークの構築・運用コストを削減できるこ

と、3はアプリケーションまで含めたIPの一元化

によってマルチメディアサービスを実現できるこ

と、などを目指している。

以上のような経緯を経て、上記3までを含め

た携帯電話の本格的なオールIP化は、2007年頃

から実現されていく予定である。

混同される
「オールIP化」と「モバイルIP」

最近、固定サービスと移動通信サービスの融

合、すなわち FMC（ Fixed Mobile Conver-

gence）というキーワードが話題になってきた。こ

れは、携帯電話ネットワークのオールIP化が固定

ネットワークのオールIP化と相まって、IPを共通

基盤としたネットワークの統合、すなわちFMCを

促進することにもつながるからだ。FMCにより、

無線アクセスにとどまらず、固定アクセスも含めて

ユーザーからのさまざまな形態のアクセスを1つ

のネットワークが提供することになる。

さて、言葉の響きからか、携帯電話ネットワー

クのオールIP化と「モバイルIP」とがしばしば混

同して使われることがある。実際は、これらは似

て非なるもので、モバイルIPというのは、通信機

能をもつ端末が移動したときにも、IPアドレスを

変えずに同じIPアドレスで通信を可能にするプロ

トコル上の仕組みを指している。

CDMA2000で活躍する
モバイルIP
図2は、モバイルIPの仕組みを示している。図

2に示すように、モバイル IPでは、移動端末1

（MN：Mobile Node）が移動していないときに接

続している「ホームネットワーク」と、移動端末1

のIPアドレスなどを管理する「ホームエージェン

ト」（HA：Home Agent）と呼ばれるルーターA

が活躍します。移動端末1は、このルーターに自

分の移動先で使うアドレスを、通常使っているIP

アドレスとは異なる新しい「気付アドレス」（CoA：

Care-of-Address）という形で登録する。この気付

アドレスは、移動端末1が訪問した先の外部ネッ

トワーク内にある外部エージェント（FA：Foreign

Agent）と呼ばれるルーターBからもらう。

たとえば、通信相手端末2（CN: Correspon-

dent Node）が移動端末1へパケットを送付する

場合、移動端末1のホームエージェント（ルー

ターA）が、このパケットに気付アドレス（CoA）を

付けてカプセル化（新たなIPヘッダーで包む）し

て、外部エージェント（ルーターB）へ転送する。

ルーターBではカプセルを外してから、ルーター

Bに事前に登録されているルーティング情報に基

づいて移動端末1へ、通信相手の端末2からの

パケットを届ける。

実は、このモバイルIPは、すでにKDDIなどが

運用しているCDMA2000ネットワークでは、移動

追跡の基本技術として使用されている。また、無

線LANと携帯電話などの異なるアクセス方式間

における移動追跡の場合にも利用が可能である。

このように、モバイルIPは携帯のオールIP化や

FMCにおいて重要な役割を果たすため、地道な

技術ながら、今後、ケータイの普及とともに注目さ

れる技術となっている。

カプセル化：ルーターAか

らルーターBへ「CoAを付

加したパケット」を送るため

に、ルーターAとBの区間

で専用に使用する IPアドレ

スなどを含むIPヘッダーで

包んで（カプセル化して）送

ること。

移動追跡：移動する端末の

位置を把握し、その端末へ

の呼び出しやメッセージが

届いた場合に、確実に通話

の設定やメッセージの配信

ができるようにすること。

図2 モバイルIPの仕組み

［ 特集 ］先取！ 今年登場してくる重要Netテクノロジー

外部ネットワーク ホームネットワーク 

外部エージェント（FA） 
[ルーターB]    

移動端末1
（MN：Mobile Node） 

通信相手端末2
（CN：Correspondent Node） 

端末2から端末1へ 
　のパケット 

（CoA：Care-of-Address、気付アドレス） 
カプセル化して送る 

CoA

1　　2
1　　2

1　　2

 ホームエージェント（HA） 
  　[ルーターA]
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100Mbpsを目指す802.11n規格

無線LANは、家庭から公衆無線LANサービス

に至るまで、急速に普及している。この無線LAN

は、これまで物理レイヤー（空中の電波）で

11Mbpsの伝送速度をもつIEEE 802.11bに加え、

54Mbpsの802.11a/gが実用化されてきた。また、

新しく優先制御方式である802.11e（QoS）規格や、

強力なセキュリティー規格である802.11iなどが追

加され、高速化しながら信頼性の高い無線LAN

を実現してきた。

そして、さらなる高速化のため、ユーザーの実

通信速度（端末内のMACレイヤー）で100Mbps

を目指して、TGn（Task Group n、作業グループ

n）が2003年9月に発足。2007年3月を目指して*、

802.11nの標準化作業が進められている。

802.11nを実現する技術としては、「MIMO」（マ

イモ。Multiple Input Multiple Output、多入力

多出力方式）が中心だが、さらに802.11aの2倍の

40MHz帯域を利用する「帯域拡大」も検討されて

いる。そのほか、高符号化率の「誤り訂正モード」

や、いくつかのMACフレームをまとめて送信する

「フレーム・アグリゲーション」なども検討されてい

る。周波数は、5GHz帯のほか2.4GHz帯も検討さ

れている。

高速化を実現する「MIMO」と
「帯域拡大」の仕組み

MIMOは、複数のアンテナによってデータを送

受信する技術で、特に SDM（Space Division

Multiplexing、空間分割多重）という多重方式に

よって、伝送速度を向上させる方式が審議されて

いる。このSDMは、図1に示すように、空中（空

間）に、N個の送信アンテナから個別に信号を送

信し、受信側で複数の受信アンテナで受信し、伝

送速度をN倍にする方式である。このMIMOは、

すでに米国のエアゴーネットワークス社などで商

用化されている。

もう1つ、20MHz帯域を使用して送受信する

MAC レイヤー：Med ia

Access Control Layer、

媒体アクセス制御レイヤー。

端末が送出するデータのタ

イミングを制御したり、送

信データのフレーム（MAC

フレーム）を組み立てたり

する機能をもつレイヤー

（層）。

＊発足当時は2006年を目

指していたが、2004年7

月の会合において、議長か

らスケジュールは2007年

3月という見解が示された。

IEEE 802.11n
MIMOと帯域拡大で100Mbpsの無線LANを実現
B u s i n e s s  S e e d s  o f  2 0 0 5

図1 MIMO（多入力多出力方式）の構成例（2面MIMO）

送信側では複数のアンテナから 
複数の信号を空間多重して送る 

MIMO受信機は、複数の送信アンテナからの受信合成信号を 
信号処理技術によって分離することで、正確に復調復号する。 

送信機 

送信アンテナ 受信アンテナ 

R1

反射波 

直接波 

T1からR1へ、T2からR2への電波 
T1からR2へ、T2からR1への電波 

T1

R2T2

受信機 

相河 聡
NTTアクセスサービスシステム研究所
高速アクセスグループリーダ
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11aの2倍の40MHz帯域を用いて高速化する帯

域拡大技術も提案されている。MIMOと比較し

て周波数の利用効率は低いが、安定して高速化

を実現できる点に特徴がある。これは家庭などの

孤立した環境で、動画の安定した伝送などに向い

ている方式である。

この帯域拡大とMIMOを併用して、さらに高速

化することも可能である。帯域拡大の課題として

は、既存の11a（20MHz帯域）とのバックワードコ

ンパチビリティー（後方互換性）や共存の課題があ

る。また、電波に関しては、日本の技術基準では

20MHz帯域に規制されているため、現状では利

用できないという課題もある。ただし、現在、日本

国内の法整備も検討されているので、11n標準化

後は、日本国内でも利用できると期待されている。

オプションで
630Mbpsの伝送速度も

現在、802.11n方式の審議では、WWiSE（ダブ

リュワイズ）グループと、TGn Syncグループの2

つが主流になっている。両者とも2面MIMO（必

須）に加えて、誤り訂正符号化率やMAC効率を

向上させることによって、20MHz帯域において

100Mbps以上のスループット〔物理レイヤーで135

（WWiSE）～140（TGn Sync）Mbps〕を実現させ

ている。また、40MHz帯域と4面MIMO（オプ

ション）によって、物理レイヤーの伝送速度を540

（WWiSE）～ 630（TGn Sync）Mbpsまで拡張さ

せている。

5GHz帯の拡張で使いやすい
無線LANシステムへ

一方、電波の利用について日本国内の5GHz帯

は、これまで5.15～5.25GHzの4チャネルの屋内

利用が認められている。そのほか、4.9～5.0GHz

（2007年まで暫定的に5.03～5.091GHz）が免許局

としてあるが、これは日本独自の帯域である。

これに対して、2003年に開催された世界無線

通信会議「WRC-03」で、新たに5GHz帯が無線ア

クセス用に割り当てられたのを受けて、情通審諮

問2014号の答申によって図2のように、5.25～

5.35GHz、5.47～5.725GHzでチャネル数が増加す

ることになった。5.47～5.725GHzは屋外利用もで

きるため、今後5GHz帯で屋外公衆スポットなど

が可能となる。また、5.15～5.25GHz帯の中心周

波数を米国と合わせることによって、グローバルな

利用が可能となるなど、新展開が始まっている。

これまで、無線LANは2.4GHz帯を中心に普及

してきたが、普及に伴って電波の干渉問題が顕在

化してきている。今後はチャネル数の多い、5GHz

帯と合わせて広く使いやすい無線LANシステム

として普及していくことが予想され、これによって

新しくワイヤレスブロードバンドによる多くのビジ

ネス機会が創出されていくと期待されている。

WWiSE： World Wide

Spectrum Efficiency、

802.11n 方式の提案グ

ループの1つ。参加企業は、

エアゴー、ベルマイ、ブロー

ドコム、コネクサント、ST

マイクロエレクトロニクス

テキサスインスツルメント

など。

http://www.wwise.org

TGn Sync：Task Group

n Sync 、802.11n方式の

提案グループの1つ。参加

企業はアギア、アセロス、イ

ンテル、シスコ、ノキア、サ

ムスン、三洋電機、シャープ、

ソニー、東芝、松下電器な

ど。

http://www.tgnsync.org

2面MIMO：送信と受信に

それぞれに2つずつのアン

テナを用いるMIMO。

WRC:World Radio Con-

ference、世界無線通信会

議。ITU（国際電気通信連合）

が主催する、各周波数帯の

利用方法などを決める国際

会議。

図2 5GHz帯無線アクセスの割り当て周波数

［ 特集 ］先取！ 今年登場してくる重要Netテクノロジー

（屋内外） 

・特区限定の高利得 
　空中線を全国化 
・中継利用の導入 

諸外国と整合の
取れたチャネル
割り当てに変更 

レーダーとの周波数共用技術
の導入により周波数の多重利
用が可能に 

MLS：Microwave Landing System、航空機の自動着陸誘導システム用 
ITS：Intelligent Transport Systems、高度交通システム用 
ISM：Industrial Scientific Medical、産業科学医療用 

一部答申の 
概要 

総務省報道発表資料（http://www.soumu.go.jp/s-news/2004/041129_5.html）より引用 

気象レーダー 
地球探査衛星 

固定マイクロ 

4900 5000 5030 5091 5150
※2007年までの暫定使用 

5250 5350 5725

5150 5350 5470 5725

5875 
（MHz） 

MLS 移動衛星 

（屋内） 無線アクセス 
（屋内外） 

無線LAN、無線 
アクセス（屋内） 

無線アクセス 
（屋内外）※ 

各種レーダー等 ISM等 

ITS

2000年屋内限定
で制度化済み 2002年制度化済み WRC-03で分配された周波数帯 

インターネットマガジン／株式会社インプレスR&D
©1994-2007 Impress R&D



UWB

62 ││ iNTERNET magazine ││ 2005 ││ 03 ││

PC以外にもネットワークに対応する機器が増え

ることは間違いない。また、その周辺機器も当然

のように増えてくるだろう。そうしたときに1つ1

つをケーブルで接続することは見た目の問題だけ

ではなくそもそも不可能である。

そこで脚光を浴びているのが無線技術による

近距離のブロードバンド接続である。ケーブルを

接続しなくとも機器同士が通信する、そんな夢が

2005年には実現する。

ワイヤードからアンワイヤードへ

無線LANやBluetoothなど、最近では、無線を

利用した通信が普及している。これは半導体技術

の発達により、高い周波数を扱うデバイスの製造

が容易になったからである。

インターネット接続などに使われる無線通信も

あるが、デバイスの消費電力が下がってきたこと

で、機器同士を無線で接続する「ケーブルリプ

レースメント」も実用的に行われるようになってき

た。その代表がBluetoothである。しかし、Blue-

toothは、携帯電話メーカー主体で企画されたと

いう経緯もあり、シリアルや音声といった比較的

低速なデータ転送を前提としている。これに対し

て、注目されている新しい通信方式がUWBであ

る。

Bluetooth：2.4GHz帯を

使うデジタル通信技術。お

もに10m程度の近距離に

ある機器同士の通信を前提

とした PAN（Parsona l

Area Network)のためのも

の。

UWB
近距離の高速通信を実現する無線技術
B u s i n e s s  S e e d s  o f  2 0 0 5

図1 UWBの原理と通常の通信との比較

通常の通信：狭い一定範囲の帯域を利用。
高速通信のためには送信出力を大きくする
必要がある。

UWB：広い周波数帯域を使うが小さな送信
出力で済む。広い周波数帯域を利用するた
め、小さな送信出力で高速通信が可能。

UWBは信号の放射時間が通常の通信に比べきわめて短い

UWB
（超広帯域通信）

通常の通信
（狭帯域通信）

時間

1 10

時間

1 10 0

周波数

周
波
数

塩田 紳二
フリージャーナリスト
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UWB（Ultra Wide Band）とは、数百MHz～数

GHz程度の帯域を使う通信方式だ。10メートル程

度の近距離ならば、数百Mbps程度の高速な通信

が可能で、送信出力も大きくする必要がないため

に機器への組み込みに向いている。

UWBは、非常に短い時間のパルスを使って通

信を行う。このとき、帯域は通常の通信よりも大

きく広がってしまうが、低出力で高速な通信が可

能になる。

UWBはもともと軍事技術であり、米国では一般

の使用が禁止されていた。しかし、2002年に米国

のFCC（連邦通信委員会）がUWBの商用化を認

可したことで、多くの半導体メーカーが製品化に

向けて動き出した。

UWBは、近距離で高速通信が可能であるた

め、現在使われている USB 2.0などの高速な

ケーブル接続も置き換えが可能となる。PCなど

のコンピュータと周辺機器との接続が無線化する

ことで、設置や運用が容易になることが予想され

る。たとえば、携帯電話はカバンや服のポケット

に入れたまま、ノートPCで高速通信を行ったり、

PCのそばに置くだけでHDD内蔵音楽プレー

ヤーへの音楽データ転送が行われたりすることな

どである。

後述するように、現在、UWBには2つの方式が

あり、両陣営の対立から規格化が進んでいない。

方式としては、広い帯域を同時に使う直接拡散方

式の「DS-UWB」（Direct Sequence UWB）と、帯

域を細かく分けて複数同時通信を行うマルチバン

ド方式を採用する「MB-OFDM」（Multi Band-

Orthogonal Frequency Division Multiplexing）

の2つである。

DS-UWBは、符号拡散方式を適用し、元データ

の1ビットを複数のビットに変換して、これを広帯

域で送信する。短い時間のパルスを使うことで、

帯域は大きく使うが、低出力で高速通信が可能に

なるUWBの基本原理をそのまま利用したもので

ある。これに対してMB-OFDMは、帯域を細か

いバンドに分け、それぞれのバンドで同時に複数

ビットを送信する。つまり、多数の通信を同時に

行うことで、1つ1つの通信は低速でも、単位時間

内に送信可能なビット数を大きくできる。結果的

に低出力、広帯域のUWBということになる方式

だ。

普及前の問題も

UWBは、IEEEの802.15委員会での規格化が

行われているが、インテルなどが推進するMB-

OFDM方式とフリースケール・セミコンダクタ（旧モ

トローラ）などが中心のDS-UWB方式の2つが対

立し、規格化が進まない状況にある。

これに対して、インテルなどは、現在のUSBを

UWB化するワイヤレスUSBの規格化を開始し、

IEEEでの規格成立を待たずに製品化に向けて動

き出した。また、フリースケール・セミコンダクタ

は、フルスペックの製品ではないものの、FCCか

らUWBデバイスの認可を初めて取得し、出荷を

開始した。

もう1つ、UWBには各国で個別に管理されて

いる無線周波数割り当てや既存通信システムとの

共存をどうするかという問題がある。現在でも、

802.11b無線LANが日本と米国でチャンネル数が

違うなど、周波数割り当ては、各国個別の問題で

あるため、世界中で利用するにはどのようにする

べきかという問題がある。

これについては、たとえば、MB-OFDM方式で

は帯域を細かく分け、各国の割り当てに応じて特

定帯域を使わないようにしている。こうした既存

システムとの周波数の共有については、ITU-Rで

検討が行われている。

国内では総務省の情報通信審議会が既存シス

テムとの干渉や共存などについて検討を行ってお

り、2004年3月に中間報告が出されている。

UWBは、高速データ転送が可能で、大容量デ

バイス接続や動画転送といった応用が可能とな

る。Bluetoothよりも応用範囲は広く、広範囲での

普及が期待されている。

ビジネス規模が大きくなるためか、規格化は難

航しそうな気配がある。しかし、デファクトスタン

ダードという形での普及もありえる。このため、

2005年内には、UWBを搭載した機器が登場する

ことになると思われる。

OFDM：Orthogonal Fre-

quency Division Multi-

plexingの略。複数の搬送

波を使うことで高速通信を

実現する方式。

DS：Direct Sequenceの

略。スペクトラム拡散通信

方式の1つで、送信データ

を拡散コードを使い直接広

帯域信号に変換して送信す

る

［ 特集 ］先取！ 今年登場してくる重要Netテクノロジー
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無線ネットワーク技術の発達はセンシング技術

と融合し、ユビキタスな世界を具現化しようとし

ている。世の中のすべての物体にセンサーが組

み込まれ、デジタル技術でその動きを捉えること

ができるというSFのような世界に向けた技術開発

が繰り広げられている。

いま、このような夢のような時代の基礎技術が

確立しつつあり、2005年はその基礎技術が花開

き実用化へ向かう第一歩となるだろう。

無線ネットワーク技術と
センシング技術の融合

“ユビキタス”は1980年代末に、当時ゼロックス

のパロアルトリサーチセンターの研究者であった

故Mark Weiserが、「遍く存在する（どこにもあ

る）」という意味で使い始めた用語である。ユビキ

タスシステムは多くのコンピュータが人間の見えな

いところでネットワークを通して協調しながら、そ

のときの状況に合わせて、効果的かつきめ細かく

人々の生活を支援するシステム、といえる。

ユビキタスシステムをシステムの設計指針、相互

運用性、拡張性などアーキテクチャーの視点から

捉えると、図1のように体系化できる。つまり、ユ

ビキタスシステムを実現する技術は、デバイスイン

フラレベルに対応するセンシング技術と無線ネッ

トワーク技術、アプリケーション支援に位置づけ

られる状況認識と適応技術、その両者をつなぎ合

わせるインターネットミドルウェアとしての自律分散

協調移動制御技術、および各階層に応じた機能が

必要となるセキュリティー技術の互いに関係する5

つの技術に集約できる。なかでも、近年技術革新

が目覚しく、ユビキタスシステムの進展を牽引する

技術として特に注目を集めているのがセンシング

技術と無線ネットワーク技術であり、この2つが融

合したユビキタスセンサーネットワークは、ユビキ

タスシステムの構築基盤となる。

ブロードバンド化、アドホック化、
シームレス連携

センシング技術では、熱、温度、水、湿度、音、

光、磁気、風、振動、圧力、加速度、方位、位置な

どの一般感知センサーから、人体の血圧、脈拍、

心拍数、血糖値などを測るバイオセンサー、特定

の薬品や化学物質を検知するセンサーなど多種

多様なセンサーがその役割を果たす。これらの単

体センサーはもちろん、今後ポストPC、ポスト携

帯電話としてユビキタス端末の主役になることが

期待される、情報家電、ロボット、車、ウェアラブ

ル端末などに実装されたセンサー群によって、さ

まざまな状況情報を感知し、その状況に合わせた

サービス提供が重要となる。

無線ネットワークは、通信距離に応じて、短距

離無線、無線PAN、無線LAN、無線MAN、無線

WAN（携帯電話網）に分類できる。各ネットワー

クは各々の通信特性を活かして適切にすみ分け

られながら、相互に連携して利用されていく。無

線ネットワークの技術は、今後ブロードバンド（広

帯域）化、アドホック化、シームレス連携の3つを

IEEE802.11：1990年

に設立された無線LANの国

際標準期間。インフラとし

て、IEEE802.11b、a、g

を標準化し、現在は次世代

の802.11nの検討を行っ

ている。

UWB：IEEE802.15.3a

で標準化が進められている。

10mの距離で100Mbps

以上の通信を可能にする無

線PAN（62ページ参照）。

ZigBee：IEEE802.15.4

において標準化が進められ

ている無線PANで、省電力

でメッシュ構成が可能かつ

通信速度が200kbps以上

という特徴があり、セン

サーネットワークとしての

期待が高まっている。

モバイル IP、NEMO：イン

ターネット上で、通信中に移

動してもその通信を継続す

るためのアドレス等の制御

の仕組みやプロトコル。モ

バイル IP は端末の移動、

NEMOは車、鉄道、航空機

などのローカルなネット

ワークの移動を対象とし、

ともにインターネットの標

準化機関であるIETFで標準

化が進められている（58

ページ参照）。

ユビキタスセンサーネットワーク
すべての物体をつなぐ基礎技術が確立する
B u s i n e s s  S e e d s  o f  2 0 0 5
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主軸として進展していく（図2）。

高速大容量かつ高品質情報通信を可能にする

ためのブロードバンド化については、2006年の実

用化をめざした、100Mbpsの通信が可能な高速

無線PANのUWB（Ultra Wide Band）の仕様統

一化と、次世代高速無線LANのIEEE802.11nの

標準仕様策定と開発が当面の目標となる。広域網

においても、2005年サービス開始予定の第3.5世

代携帯電話網（HSDPA、EVDO/EVDV）による

Mbpsオーダーのパケット通信で、距離に関係な

くMbps以上の無線データ通信時代へと突入す

る。さらに、IEEE802.11bにおける無線LAN、第

4世代携帯電話網により、2010年には広域でも

100Mbpsの通信が可能になる。

センサーをはじめとする小型軽量、省電力の端

末・機器間で、マルチホップかつトポロジーが動

的に変化する環境での通信を可能にするアドホッ

ク化については、無線マルチホップあるいはメッ

シュネットワークの名で、PAN、LAN、MANの各

無線ネットワークにおいて検討が活発化している。

メッシュネットワークの主な利点は、通信距離を短

くし、必要なときにのみ必要な通信を行うことに

よる省電力化、迂回路の容易な設定による信頼性

向上、通信範囲の拡大である。無線LANにおけ

るIEEE802.11sの標準化とその早期の技術開発、

IEEE802.11sと IETF MANET（Mobile Adhoc

NETwork）WGとの密な関係、アドホックなセン

サーネットワークでは、省電力無線PANの代表と

なるZigBeeの実用化が期待される。さらに、移

動環境での通信を可能にする無線 MAN の

IEEE802.16e（車）、802.20（新幹線）の標準化進展

と、そのIETFのモバイルIP、NEMO（Network

Mobility）との連携が望まれる。

シームレス連携では、端末を携帯しながら異な

る無線ネットワーク間を移動しても通信品質を劣

化させることなくサービスを継続する、ローミング

と高速ハンドオーバー機能が重要となる。無線

LAN－携帯電話網間、無線LAN間（IEEE802.11-

f/r）、さらに異種ネットワーク間を対象とした

IEEE802.21の活動が注目される。

“ユビキタスセンサーネットワーク”では、モバイ

ルや情報家電で一部先行する日本が、世界をリー

ドする技術を生み出していくことを期待したい。

図3 無線ネットワークの技術進展の方向

［ 特集 ］先取！ 今年登場してくる重要Netテクノロジー
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図2 通信距離から見た無線ネットワークと今後の展開
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ブロードバンドによるインターネットアクセスの

利用者数は、ADSLやCATV、FTTHなどを合わ

せると2000万ユーザーに届こうとしている。その

中で特に成長著しいのがFTTH（Fiber To The

Home）であり、2004年だけでも100万ユーザー以

上増加している。また、主要なサービス事業者

は、さらに高速なギガビット（1Gbps）の新タイプの

FTTHによるブロードバンドアクセスを主力サー

ビスとして、ユーザーにアピールしはじめている。

2つのFTTHのシステム

これまで個別の住宅向けFTTHは、100Mbps

のシステムを中心に展開されていた。

しかし、昨年の2004年10月にソフトバンクBB

がギガビットイーサネットPON（GE-PON）による

サービスの提供を開始し、翌月にはNTT東日本

が、さらに2005年1月にはKDDIが同様のサービ

スを開始するなど、ギガビットシステムによる新タ

イプのFTTHが次々と発表されている。

FTTHのシステムは、ポイントツーポイント（P-

P。1対 1接続）システム（通称：メディアコンバー

ター）と、ポイントツーマルチポイント（P-MP。1対

多接続）システム（通称：PON）の2つに大きく分け

られる。ここでは、これからの高速なコンテンツ

サービスの基盤となるFTTHブロードバンドアク

セス技術について、これら2つのシステムを紹介

する（図1）。

ポイントツーポイントシステム
（メディアコンバーター）

現在、主流となっているポイントツーポイントシ

ステムは、メディアコンバーター（媒体変換器）とも

呼ばれている。このシステムは、通信事業者のセ

ンター側装置の「OLT」（Optical Line Terminal）と

ユーザー側装置の「ONU」（Optical Network

Unit）を、光ファイバーで1対1に結ぶシステムで

ある。OLTとONUは、デジタルの信号「0」「1」を

「電圧で表す電気信号」と「光の強度で表す光信

GE-PON：Gigabit Ether-

net- Passive Optical

Network。ギガビットイー

サネット対応の光ファイ

バーを使った公衆回線網で、

1Gbpsの通信速度を実現

する技術。

PON（ポン）：Pass ive

Optical Network。光ファ

イバーによるネットワーク

の途中に、光の分岐装置（ス

プリッター）を挿入して、1

本のファイバーを複数の加

入者宅（例：32加入者）に

引き込む技術。Passive

（パッシブ）とは、光信号を

そのまま分岐する受動的な

方式ことをいう。これに対

して、光信号を電気信号へ

変換し、増幅や多重分離し

たりする場合は、Active

（アクティブ）すなわち能動

的な方式という。

GE-PON
続々登場するギガビットの新FTTH
B u s i n e s s  S e e d s  o f  2 0 0 5

図1 ポイントツーポイントシステムとポイントツーマルチポイントシステムの違い
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号」を相互に変換する仕組みをもった装置であ

る。

現在のメディアコンバーターである OLTと

ONUは、単なる媒体変換を行うだけでなく、ほと

んどのものが、イーサネットで送受信するデータの

基本単位であるMACフレーム（64～1518バイト）

のフィルタリング、VLAN設定、端末の保守管理情

報の収集や管理フレームの生成などの機能を搭

載している。現在、メディアコンバーターは

100Mbpsタイプと1Gbpsタイプの2種類が導入さ

れており、個別住宅ユーザーおよび複数のユー

ザーでシステムを共有可能な集合住宅向けの

FTTHシステムとして使われている。

また、メディアコンバーターを利用したFTTH

では、上り方向（ONUからOLTへ）と下り方向

（OLTからONUへ）の信号を、別々の2芯の光

ファイバーで伝送する方式と、1芯の光ファイバー

内を上下異なる通信光を使用するWDM（Wave

Division Multiplex：波長分割多重）方式がある。

ここで、図2に示すWDMの仕組みを簡単に説明

しておこう。

光ファイバーで通信を行う場合、電気信号は光

信号に変換されて運ばれる。この運ぶ光の色（正

確には光の波長）を変えると、信号は同一の光

ファイバー内でも物理的に異なる道（チャネル）を

通って伝わるようになる。この原理を利用し、上

り方向ではλ1の波長、下り方向にλ2の波長を

使用すると、1芯の光ファイバーで双方向通信が

可能となる。

なお、FTTH初期のメディアコンバーターの光

信号インターフェイスには、標準規格がなかった。

このため、100Mbpsや1Gbpsのサービスにはイー

サネットの規格で光ファイバーを 2芯使用する

100BASE-FXや1000BASE-LXを、通信事業者独

自の仕様によってシステム化されたものが使われ

ていた。しかし、現在では、先ほどのWDMを採

用した1芯方式が主流となっている。

また、光信号のインターフェイスの標準規格も整

備され、100Mbpsのメディアコンバーターは光ファ

イバー1芯方式の「TS-1000」という国内規格に準

拠したものが多数採用されている。さらに、2004

年6月にはIEEE 802.3ah規格に、光ファイバー1

芯方式の100BASE-BXと1000BASE-BXがイーサ

ネットのインターフェイスとして追加された。今後

は、これらインターフェイスを搭載したシステムも

FTTHに導入されることが予想される。

ポイントツーマルチポイント
システム（PON）

ポイントツーマルチポイントシステムは通称

「PON」（Passive Optical Network）と呼ばれてい

る。PONは、1台のセンター側のOLTを複数の

ユーザー側のONUで共有する。途中の光ファイ

バーはスプリッター（光の分岐装置）により1本の

光ファイバーが複数の光ファイバーへ分岐される。

スプリッターは、電力を必要としない「パッシブ」

な素子で、光信号を光信号のまま分岐したり合流

させたりするものである。PONは、設備センター

からスプリッターまでの区間の光ファイバーと

メディアコンバーター（媒体

変換器）：自宅までFTTHの

光ファイバー（媒体）を引き

込み、そこから先は銅線の

ケーブル（媒体）で配線して

使用するところから、媒体

変換（光ファイバー⇔銅線）、

すなわちメディアコンバー

ターと呼ばれる。

フィルタリング：MACフ

レーム内にある宛先アドレ

スなどを見て、必要なもの

は受信し、それ以外の場合

は破棄する選択機能。

VLAN： Virtual Local

Area Network。仮想LAN

（仮想構内通信網）。企業や

大学の構内ネットワーク

（LAN）において、物理的な

接続形態に依存しないで、

パソコンなどの端末を任意

の仮想的なグループに構成

する技術。

TS-1000：正式にはTTC

TS-1000 という。TTC

（社団法人 情報通信技術委

員 会 ）で 規 格 化 さ れ た

100Mbpsの光イーサネッ

ト（100BASE-FX）をベー

スにした FTTH の伝送方

式。

IEEE 802.3ah： IEEE

802 . 3 で標準化された

EFM（Ethernet in the

First Mile）規格（ahは単に

順番に振られた記号で意味

はない）。すなわちユーザー

から通信事業者の局まで

（最初の1マイル）のアクセ

スネットワークにイーサ

ネットを適用するための規

格。

図2 WDM技術による1芯光ファイバーでの双方向通信の仕組み

［ 特集 ］先取！ 今年登場してくる重要Netテクノロジー
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OLT装置を複数のユーザーで共有し、FTTHの

コストを大幅に抑えることができるため、主に個

別住宅のFTTHシステムとして使用されている。

PONは、B-PON、GE-PON、ベンダー独自の

PONなどさまざまな方式があるが、1芯の光ファ

イバーを使って複数の端末と双方向通信を行うた

めの共通の技術として、次の3つのものがある。

1つ目は、1芯光ファイバーによる双方向通信で

ある。前述したWDMは、PONにも採用されて

いる。現在主流のPONは、上下の通信に「2波

長＋将来のビデオブロードキャスト用に1波長の

割り当て」ができるような通信波長プランを採用し

ている。

2つ目は、下り方向（OLTからONUへ）通信の

光信号の取り出し方法である。PONは、同一の

光ファイバーを複数のONUで共有するため、下り

光信号は、同じ信号がすべてのONUで受信され

る。ONUは、ヘッダー情報（宛先アドレスなど）を

元に自分宛のデータ信号を取り出す。このような

技術をTDM（Time Division Multiplexing：時

分割多重）と呼ぶ〔図3-（1）〕。

3つ目は、ONUからOLTに向けて送信される

上り光信号の制御技術である。複数のユーザー

からの上り信号は、スプリッターで合流されて

OLTに到着する。したがって、ONUの光信号が

無秩序に送信されるとスプリッターで光信号の衝

突が起き、OLTで信号検出ができなくなる。そこ

で、ONUは、他のONUからの光信号と衝突しな

いように、OLTから指示された正しいタイミングで

送信を行う。このような技術をTDMA（Time

Division Multiple Access：時分割多元接続）と

呼ぶ〔図3-（2）〕。

ONUごとに割り当てられる光信号の送信タイミ

ングは、OLT内の割り当てプログラムで動的に変

更できる。FTTHの主要なサービスであるデータ

通信は時間ごとの帯域の変動が激しい。そこで、

現在FTTHに導入されているPONには、DBA

（Dynamic Bandwidth Allocation：動的帯域割

り当て）が組み込まれている。DBAを利用する

と、各ONUの最大・最小帯域（伝送速度）などを

動的に変更できるため、たとえば、1つのPONに

32台のONUを接続した場合でも、トラフィックが

空いているときには、最大速度で通信が可能にな

る。

FTTHに利用されている
代表的なPON

次に、現在FTTHに利用されている代表的な2

種類のPONについて説明する。

B-PON（Broadband-PON）はITU-T（国際通信

連合－電気通信標準化部門）で標準化された、

ATMベースのPONである。日本におけるB-

PONは、その用途がイーサネットをベースとした

高速インターネットアクセスであるが、OLTと

ONUの区間は、53バイトのATMセルに変換して

伝送される。現在FTTHに利用されているB-

PONは、上り：155Mbps、下り：600Mbpsの速度

B-PON：Broadband -

Passive Optical Net-

w o r k。WDM（Wa v e -

length Division Multi-

plex：波長分割多重技術）

などを使用して、映像サー

ビスを提供する広帯域

PON。

ATM：Asynchronous

Transfer Mode。非同期転

送モード。すべてのデータ

を53バイトのセル（ATM

セル）と呼ばれる単位に分割

して転送する通信方式。国

際通信規格としての歴史も

長く、技術的に安定してい

るので、キャリアのバック

ボーンネットワークなどに

使用されている。

図3 FTTHにおける下り信号と上り信号の通信の仕組み

2 2

3 3

ONU

信号はすべてのONUへ同報

TDM：Time Division Multiplex、時間分割多重

（1）　下り信号の仕組み（TDM）

スプリッター

自分宛の信号のみ通過

光ファイバー

1
1 2 3 1 2 3

2
1 2 3 1 2 3

3
1 2 3 1 2 3

1 2 3 1 2 3

OLT

ONU

信号の送信タイミングをOLTが指示

TDMA：Time Division Multiplex Access、時間分割多元接続

（2）上り信号の仕組み（TDMA）

各信号が衝突せずに合流

1
1 1

2

3

1 2 3 1 2 3

OLT
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を32台のONUで共有している。しかし、前述し

たDBAの機能により、ユーザーインターフェイス

の最高速度（100Mbps）まで利用できる。

GE-PONは、IEEE 802.3ahによって 2004年 6

月に規格化された1Gbpsのインターフェイスであ

る。「ギガビット」を強調するため日本国内ではGE-

PON と呼ばれているが、規格上の名称は

1000BASE-PXであり、EPONが通称である。GE-

PONは、上下それぞれ1Gbpsの速度を複数の

ONUで共有し、DBAの実装も可能である。ま

た、ON U のユーザーインターフェイスが

1000BASE-Xをサポートしている場合は、最大

1Gbpsの通信も可能である。

FTTHシステムのバックボーン接続

それでは、FTTHシステムのバックボーンとの

接続はどのようになっているのであろうか。

メディアコンバーターの場合は、OLTとONUの

区間に限ると図4の場合、1Gbpsの速度を占有し

ている。一般的な設備センターに収容されるユー

ザー数は数千～数万の単位であり、すべてのユー

ザーの速度を保証してバックボーンへ接続する

と、テラビット（1Gbpsの1000倍）級の速度を用意

しなければならず、現実的ではない。

実際のメディアコンバーターシステムは、バック

ボーンへ接続する際、スイッチAによって多重し

てバックボーンと接続する。スイッチAとバック

ボーンの間の速度は、ユーザー数やサービス特性

などに従って決められるが、すべてのユーザーの

速度を保証するようなものは用意されない。仮

に、バックボーン接続を1Gbpsとし、32台のメ

ディアコンバーターを接続すると、1Gbps を 32

ユーザーで共有するPON方式と同等となる。

一方PONの場合、OLTが32台のONUの接続

制御をTDM/TDMAとDBAを使って行う。この

制御は、レイヤー2スイッチの機能と同じようなも

のである。したがって、物理的にはOLTと光ファ

イバーを共有するPONではあるが、論理的には

仮想的スイッチBを介したポイントツーポイント接

続となる。

これからのFTTH

FTTHの代表的なシステムについていくつか紹

介した。

それぞれのシステムには特徴があり、提供エリ

アやユーザー、サービス、さらには通信事業者の

展開戦略などによって適したシステムは異なる。

しかし、昨年（2004年）の後半から、FTTHの市

場における高速化は着実に進みつつある。

メディアコンバーター方式であれ、PON方式で

あれ、しばらくの間は1ギガシステムが主流となっ

て、ブロードバンド時代を牽引し、新しく創出され

てくる高精細な映像を含むリッチなコンテンツに、

十分耐えられる多彩なFTTHサービスが提供さ

れることになろう。

レイヤー2スイッチ：イー

サスイッチ、LANスイッチ

などともいわれる。イーサ

ネットの通信で、基本的な

データの単位であるMAC

フレームを宛先に転送（ス

イッチ）したりする装置。

図4 メディアコンバーターの場合とPONの場合のバックボーン接続例

32台

ONU（ユーザー側） OLT（センター側）

（1）メディアコンバーターのバックボーン接続例

1Gbps

1Gbps

1Gbps 1Gbps

1Gbps

ONU（ユーザー側） OLT（センター側）

（2）PONのバックボーン接続例

OLTがスイッチの役割をした論理的ポイントツーポイント接続

1Gbps 1Gbps

FTTHシステムの
バックボーン

物理的ポイントツーポイント接続

FTTHシステムの
バックボーン

論理的ポイントツーポイント接続

仮想的スイッチBスイッチA

［ 特集 ］先取！ 今年登場してくる重要Netテクノロジー
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ブロードバンド放送という
新たな市場の誕生

2004年はFTTH事業者にとってブロードバンド

における「ネット接続」「電話」「放送（テレビ放送）」

というトリプルプレイサービスの最後の一角を埋

めることとなる、FTTH-VoDサービスが揃って開

始された記念すべき年であった。その中でも特に

次のような3つの特徴を併せ持つサービスが次々

に誕生し、ブロードバンド放送という新たな市場

が誕生した1年でもあった。

（1）パソコンではなく専用のSTB（セット・トップ・

ボックス）を利用して家庭のテレビで視聴する

サービス

（2）多チャンネル放送とビデオ・オンデマンド

（VoD）がセットで提供されるサービス

（3）専用のバックボーンを面的なエリアで構築し、

一定の品質を確保したサービス

しかし、これらの新規性をもってしても現時点

においてはブロードバンド放送のすべての加入者

は合わせて数万人レベルにとどまり、FTTH普及

に向けたキラーコンテンツとして期待されたほど

の成果は得られていない。

現状は、小中規模の
レンタルビデオ店と同じタイトル数

これまでの各社のサービス内容を表1の比較

表から分析すると、多チャンネル放送については

およそ25～30のベーシックチャンネルを確保し、

VoD： Video on

Demand、ビデオ・オンデ

マンド。観たいときに好き

な番組やビデオを視聴でき

るサービス。

STB： Set Top Box、

セットトップボックス。テ

レビの外付けの受信機。テ

レビとインターネットを接

続する通信機能などを備え

ている。

VoD
数万ユーザーの壁を打ち破れるか
B u s i n e s s  S e e d s  o f  2 0 0 5

表1 FTTH-VoDサービス比較表

高山 不二夫
ぷららネットワークス 4th MEDIA担当チーフ

サービス名 BBTV 光プラスTV 4th MEDIA OCN Theater

提供会社 ビー・ビ－・ケーブル KDDI ぷららネットワークス NTTコミュニケーションズ

オンラインティーヴィなど

商用サービス開始 2003年3月 2003年12月 2004年7月 2004年12月

アクセスライン ADSL（FTTHに拡大予定） FTTH FTTH/ADSL FTTH

プロバイダー Yahoo!BB KDDI光プラス BIGLOBE、hi-ho、ニフティ OCN

ぷらら、So-net（準備中）

提供エリア 全国10都道府県 全国14都道府県の一部地域 東日本17都道県 東日本17都道県

料金 STB：525円 2,520円 ライトプラン：577円 STB：525円

ベーシックチャネル：2,100円 レギュラープラン：2,625円 VOD：1,050円

多チャンネル放送 ベーシック：25ch ベーシック：25ch ベーシック：31ch 未提供

アラカルト：2ch オプション：5ch プレミアム：13ch

ビデオ・オンデマンド 約4,800タイトル 約3,000タイトル 約3,000タイトル 約2,000タイトル

作品ラインナップ 幅広いジャンルに アニメ／趣味・教養などの 映画、スポーツ（セリエA） 映画が中心

の特徴 最大のラインナップ 家庭向けコンテンツが充実 などが充実

その他のサービス － カラオケ カラオケ カラオケ、占い、ニュース、ゲームなど

主な特徴 毎月30本から見放題になる 独自コンテンツを開始 複数のプロバイダーから 100タイトルから見放題の

シネマパック30を提供 選択可能 パック料金

URL http://www.bbcable.tv/ http://www.dion.ne.jp/ http://air.plala.tv/4media/ http://www.ocn.ne.jp/

service/hikari/tv/ ほか theater/
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既存のCATVと比較しても遜色のない数となっ

ている。しかし、主に国内の地上波系放送局関連

のチャンネルが揃って抜け落ちている現状からは

完全な代替として認められるには至っていない。

ビデオ・オンデマンドは、そのタイトル数におい

て多少の差はあるがおよそ2000～5000タイトル

と、小中規模のレンタルビデオ店と肩を並べるタ

イトル数となっている。各社とも目玉としてはハリ

ウッド映画の新作が中心となっており、ほかにも

韓国ドラマなどの海外ドラマ、アニメやスポーツ

など人気ジャンルは揃っているが、既存のメディア

に対して差別化要素となるコンテンツは、まだ展

開されていない状況となっている。

ブロードバンド放送業界の
3つの課題

ブロードバンド放送が今後本格的に市場を広げ

て市民権を得るために、今年2005年におけるブ

ロードバンド放送業界の課題は、次の3つである。

（1）地上デジタル再送信問題や国内の放送局との

連携に対してどのような解を示すのか

（2）ブロードバンド放送事業者によるコンテンツの

差別化が実現するのか

（3）通信と放送の融合という技術的アドバンテー

ジを活かした新たなサービスが誕生するのか

まず（1）は、地上デジタルの再送信が現在のブ

ロードバンド放送上で今すぐに実現するとは考え

にくい。著作権問題や業務区域など複雑な背景が

あるだけに議論の入り口にたどり着くためにも技

術的、ビジネスモデル的に新たなスキーム（事業

計画）を示すことが求められる。

次に（2）は、プロ野球再編問題の中でのIT企

業の経営への参画が昨年最もホットな話題となっ

たように、独自コンテンツ確保への積極的な投資

は一定のファン層をブロードバンド放送市場に呼

び込み、他メディアとの差別化という意味におい

て一定の成果を得るであろう。しかしその一方

で、未成熟な市場に対して独占的にコンテンツを

提供するビジネスは、制作費の回収という面にお

いて大きなリスクもある。このようなことから、積

極的にコンテンツによる囲い込みを図る各社がど

のような戦略を示すかが注目される。

最後に（3）であるが、通信と放送の融合という

技術的アドバンテージを活用したサービスを提案

できるか否かは、ブロードバンド放送が既存サー

ビスの代替として市場をシェアするゼロサムゲー

ムに終始するのか、新たな市場を開拓してwin-

winの関係を築けるかの試金石になる。

今年2005年はビデオ・オンデマンド（VoD）市場

のパイを拡大し、新たな消費の機会を創出するこ

とがあらゆるプレイヤーが理想とするシナリオで

ある。パッケージ型のレンタルビデオか、ネット

ワーク型のビデオ・オンデマンドか。新しいビジ

ネスのパラダイムを築いていくうえで、新たなイノ

ベーションの実現が求められている。

地上デジタル再送信問題：

主に難視聴地域や集合住宅

など、通常のアンテナでの

受信が困難な世帯に対し、

地上デジタル放送をケーブ

ルなどを経由して同時再送

信すること。

図1 FTTH-VoDのシステム構成例（4th MEDIAプラットフォームの場合）

［ 特集 ］先取！ 今年登場してくる重要Netテクノロジー
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CAS：Conditioning Access System、視聴権制御装置
CDN：Content Delivery Network。コンテンツ配信ネットワーク
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ほぼ完成の域にあるとも言われるパソコン用の

OSであるウィンドウズ。バージョンアップのタイミ

ングも長くなり次はどうなるのかということには関

心を持たざるを得ない。

次のバージョンの開発コードネームは「ロング

ホーン（Longhorn）」と呼ばれるもので、ユーザー

インターフェイスの変更のほかにも内部的にはい

くつもの改良が加えられている。

次期ウィンドウズはロングホーン

マイクロソフトは次期ウィンドウズであるロング

ホーンを2006年に出荷する予定である。このロン

グホーンでは現在使われているAPIセットWin32

に加え、新たなAPIセットであるWinFXが実装

される。マイクロソフトは将来的にはこのWinFX

をメインのAPIセットとする予定だ。簡単に言う

と、このWinFXは、現在の.NET Frameworkを

拡張したものである。

なぜ、APIセットを切り替える必要があるのだ

ろうか？　Win32は、1993年に登場したウィンド

ウズNTで初めて採用された。これは、それ以前

からあるWin16を32ビットに拡張したものだ。そ

の意味では、ウィンドウズ登場以来使われてきた

API セットである。現在のウィンドウズはこの

Win32をさまざまに拡張したものとなっている。

たとえば、TCP/IP関連の機能はWinSockと呼

ばれるAPIが、動画の表示にはウィンドウズメディ

アプレイヤーが持つAPIを、HTML関連は、イン

ターネットエクスプローラの提供するAPIをと

いった感じである。ウィンドウズ95以来、Win32

と言っても、旧来のAPIとは違って、COM（Com-

mon Object Model）を使って各種のコンポーネン

トを呼び出す形で、さまざまなAPIが提供されて

いる。

しかし、さまざまなコンポーネントが提供する機

能を組み合わせて使うことになると、実装が困難

だったり、低レベルのAPIを使わざるを得なかっ

たりする部分が出てきた。たとえば、動画の上で

ユーザーが入力を行うダイアログボックスのような

ものを作ることは簡単にはできない。

こうした問題を解決し、将来的な拡張性を確保

するために導入されるのがWinFXである。

ロングホーンではWinFSは
拡張機能として提供

当初、WinFXはGUIなどのためのAvalon、ア

プリケーションに対して統一的なデータ形式を提

供するWinFS、通信を管理するIndigo（いずれも

コード名）に、OSの基本機能を提供する部分を組

API：Application Pro-

gram Interfaceの略。OS

がアプリケーションに対し

て提供する機能とそのイン

ターフェースを指す。

.NET Framework：マイク

ロソフトの.NET技術でアプ

リケーションを作成する場

合のAPIや必要コンポーネ

ントなどからなる開発プ

ラットフォーム。

ロングホーン
パソコンOSはさらに進化する
B u s i n e s s  S e e d s  o f  2 0 0 5

図1 ロングホーンプレビュー版の画面。画面右側にはサイドバーと呼ばれる情報表示領域がある

塩田 紳二
フリージャーナリスト
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み合わせたものとして提案された。しかし、2004

年の8月には、ロングホーンを2006年に提供する

ために、WinFSの導入を断念し、あとから拡張機

能として提供することになった。このため、ロング

ホーンではファイルシステムはNTFSで、従来と

同じスタイルでデータを扱うことになる。

Avalonは現在のダイレクトグラフィックスを使っ

て描画処理を行い、メインのグラフィックAPIであ

るGDIもこのダイレクトグラフィックスの上に載る

ようになる。また、3Dグラフィックス機能を取り込

み、ウィンドウ内で3Dグラフィックス機能を使うこ

とも可能となる。また、GUIを記述するXAMLと

呼ばれる言語が提供され、これを使いHTMLの

ようにアプリケーションの画面設計が可能だ。

Indigoは通信、特にウェブサービス関連の機能

を提供する。これにより、アプリケーションから簡

単にウェブサービスを呼び出して利用することが

可能になる。

もう1つ、ロングホーン（WinFX）では、CLRに

よる仮想コードが基本のバイナリーフォーマットに

なることだ。つまり、現在のように特定のCPUの

命令セットで記述されたバイナリープログラムで

はなく、CLRの仮想コードでプログラムが記述さ

れることになる。このため、実行時に現在よりも

厳密なチェックが可能となり、セキュリティーが向

上することになる。

もちろん、ロングホーンは現在のウィンドウズ

XPとの互換性を持っており、XP用などに書かれ

たアプリケーションがそのまま動作できる。これ

は、1つのシステムの中にWin32とWinFXという

2つのAPIセットを持っているからである。デバイ

ス近くの下位レベルでは現在とは違う構造になる

ものの、APIのレベルでは互換性が保たれるよう

になっている。

2001年にウィンドウズXPが登場し、2006年で5

年目。本来なら、次期OSとして登場していてもお

かしくはないのだが、ここまで遅れたのは1つの

OSに2つのAPIを搭載するという作業のせいで

もある。なお、マイクロソフトはAvalon、Indigoに

関しては、既存のウィンドウズXP用の拡張機能と

しても提供を行う予定である。

ロングホーンからウィンドウズは次の世代に入

る。インテルがCPUへの搭載を検討している仮

想化技術（ハードウェアパーティショニング）やセ

キュリティー技術（LaGrande。セキュア実行モー

ド）などもこのロングホーンから対応が始まる。

いわゆるウィンドウズパソコンは、2006年から大

きく変化していくことになるわけだ。

CLR： Common Lan-

guage Runtimeの

略。.NETで使われる仮想

コード技術。プログラムは、

CPUが直接実行するバイナ

リではなく、仮想コードイ

ンタプリタが実行する仮想

コードとなる。

パーティショニング：複数の

CPUを持つシステムを論理

的に複数のコンピュータと

して動作させ、複数OSを

同時に実行させるための技

術。１つの実行単位をパー

ティションといい、同一コン

ピュータ内にあってもパー

ティション間は隔離され、他

のパーティションが管理す

るリソースにはアクセスす

ることがでない。

図2 2003年のPDCで公開されたWinFXの概要図

［ 特集 ］先取！ 今年登場してくる重要Netテクノロジー
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パソコンの性能向上は限界なのか？　昨今の

パソコンの性能を見ても目を見張る進展はない。

アプリケーションも必要にして十分な速度で実行

できるようになってきていることもその要因の1つ

かもしれない。

しかし、それらはシングルコアのCPUの限界に

到達しているからであり、今後マルチコアアーキ

テクチャーが実装されることで、さらなる飛躍が

期待できる。

インテルがいよいよ
マルチコアCPUを発売

2005年、インテルもマルチコアCPUの出荷を開

始する。これにより、ほとんどのCPUがマルチコ

ア対応となる。2003年あたりから、CPUのマルチ

コア化が次のトレンドと言われてきた。その背景

にはシングルコアCPUが性能向上の限界に近づ

いていることがある。

簡単に言うと、シングルコアCPUの限界は1ク

ロック当たりの命令実行数をこれ以上引き上げる

ことが困難になったということである。これまで、

スーパースケーラーや投機実行、アウトオブオー

ダー実行など、さまざまな手法を使って、1クロッ

ク当たりの命令実行数を引き上げる工夫がなさ

れてきた。しかし、技術的にそれが限界に近くな

り、シングルコアを改良する方法では、CPUク

ロックを上げるという方法しか性能を向上させる

ことができなくなってしまった。

しかし、CPU製造に使われる半導体技術はす

でにナノメーターオーダーに達しており、従来のよ

うに微細化による低消費電力化が難しくなってき

た。つまり、クロックを上げてしまうと、今度は発

熱量や消費電力が大きくなってしまい、それが限

界となってしまうのである。もう1つ、微細化によ

り、同じ面積に入るトランジスタ数が増え、CPU

自体が前述の効率化によりかなり複雑化してきた

ことがある。このまま複雑さが上がってしまうと、

今度は、設計やデバッグが困難になり、製品開発

サイクルが長くなってしまう可能性がある。そうな

ると、他社との競争という点で不利になる。いま

だ競争の激しい分野でもあり、短期間で製品投入

ができなければ、ビジネス的に難しくなる。

これに対する回答がマルチコアである。マルチ

コアとは簡単に言えばマルチプロセッサーであ

り、複数のCPUを1つのパッケージに入れたもの

だ。ソフトウェアからはマルチプロセッサーと同じ

で、複数のCPUがOSやアプリケーションを実行

する。

マルチコアは同じトランジスタ数であれば、シン

グルコアよりも設計が簡単になる。同じCPUが複

数入っているために、設計コストは、その分下が

ることになる。

また、複数のコアが同時に動いていても、両方

のコアが同時にピーク状態になる確率は低く、同

じ回路規模であれば、シングルコアプロセッサよ

りも消費電力や発熱量は小さくなる。

アプリケーション自体が
変わる必要性

ただし、マルチコアCPUがそのメリットを生か

すためには、複数プロセス（スレッド）が動作して

いなければならない。しかし、現在のウィンドウズ

は、マルチスレッドに対応はしているものの、一般

的な使い方では、フォアグラウンドのプロセス（ア

プリケーション）のみがシングルスレッドで実行さ

れるため、あまり並列性が高くない。

スーパースケーラー：複数

の演算器を使い、演算命令

を同時に処理する機構。こ

れにより演算命令を複数処

理でき、実行効率が上がる。

投機実行：分岐命令の先を、

条件が成立した場合も、そ

うでない場合も先に実行し

てしまい、条件が確定した

時点で必要なほうを残すよ

うな実行方法。このように

することで、特定の演算の

結果を待たずとも先の命令

を実行できる。

アウトオブオーダー実行：

通常、コンピュータの命令

は、その順序通りに実行さ

れるが、これだと、命令に依

存関係がある場合に、ある

場所から先の実行ができな

くなってしまう。アウトオ

ブオーダー実行は、依存関

係がない命令であれば、順

序通りに実行せず、実行で

きるところから先に処理す

ることをいう。投機実行も

一種のアウトオブオーダー

実行である。

デュアルコアとマルチコ

ア：デュアルコアとは2つ

のコアをパッケージしたも

のを指し、マルチコアは2

つ以上のコアをパッケージ

したものを指す場合に使わ

れる。

マルチコアCPU
CPUのアーキテクチャ変更で進化する
B u s i n e s s  S e e d s  o f  2 0 0 5

塩田 紳二
フリージャーナリスト
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最も効率的にマルチコアプロセッサを使うに

は、アプリケーション自体がマルチスレッド化する

のがよい。単純なアプリケーションならともかく、

GUIを使うアプリケーションでは、マルチスレッド

化は不可能ではない。

あるいは、バックグラウンドで動作するようなア

プリケーション、たとえば、検索用のインデックス

作成といった処理を行うプログラムを導入すると

いうのも1つの方法である。

これまで、ほとんどのアプリケーションはOS自

体がマルチスレッドをサポートしていながら、シン

グルスレッドで作成されていた。これは、マルチス

レッド化はデバッグが難しくなるなどの技術的な

問題もあったからだ。今後、CPUはマルチコア化

が進み、数年以内にはメインストリームクラスのプ

ロセッサはマルチコア化することになる。逆に、

シングルスレッド性能はあまり大きく伸びることは

なくなる。となると、アプリケーションの開発では

マルチスレッド化を前提にする必要がでてくる。

また、マルチコアでは従来よりも、仮想マシン

（VM）の実行効率を上げることが可能になる。た

とえば、複数あるコアのうちの1つを実行時の分

析や最適化などに利用できるようになるからであ

る。つまり、VM自体を並列実行で効率化するわ

けだ。そうなると、JavaやCLRといったVM系シ

ステムであっても、現在以上に効率的に実行でき、

よほど特殊な用途ででもなければ、仮想コードに

よるプログラム作成が普通になるだろう。

CLR： Common Lan-

guage Runtime。マイク

ロソフトの.NETで使われる

仮想コード技術。C# や

Visual BASICのプログラ

ムは、この CLR 用コード

（マネージドコードと呼ばれ

る）に変換されて実行される。

図1 インテルおよびAMDで計画されている主なマルチコアCPUのロードマップ

［ 特集 ］先取！ 今年登場してくる重要Netテクノロジー

※それぞれCPUのコードネームをあらわす。カッコ内の数字はコアの数。

2005年 2006年

AMD

インテル

サーバー

デスクトップPC

サーバー

ノートPC

デスクトップPC

Atens（1） Egypt（2）

Dothan（1） Yonah 2P（2） melon（2）  

Prescotto（1） Yonah 2P（2） melon（2）

Prescotto（1） Smithfield（2） Presler（2）

Madison（1） Montecito（2） Montvale（4）

Cranford（1） Potmac（1） Paxville（2） Tulsa（2） Whitefield（2）

Troy（1） Itary（2）

Venus（1） Denmark（2）

Athlon 64（1） Toledo（2）

表にあるインテル、AMDの他にもサン・マイクロシステムズからコードネーム「Niagara」（2005年発表予定、コア数8）や「Rock」（2008年発表予定、コア数不明）、IBMから

「POWER5＋」（2005年発表予定、コア数2）や「POWER6」（2006年発表予定、コア数2以下）、さらにプレイステーション3に搭載予定のソニー・IBM・東芝共同開発CPUである

「Cell」（2005年発表予定、コア数1＋8ストリーミングプロセッサ）といったマルチコアCPUの製造が計画されている。
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違法な音楽ファイル交換などでイメージの悪く

なってしまったP2P（ピア・ツー・ピア）の技術だ

が、本来のTCP/IPというプロトコルはピアとピア

で直接に通信することを想定して開発された。

ここにきて、ファイル交換以外の用途でもP2P

技術が実装されるようになってきた。2005年は

P2Pが本来のインターネットの技術として花開く年

となるだろう。

クライアント・サーバー方式の限界

現在の多くのインターネットサービスは、クライ

アント・サーバー方式で構築されている。この方

式は、多数のクライアントがサーバーにアクセス

することでサービスを受けるものだ。接続はクラ

イアント側から行い、サーバーは要求に応じて結

果を戻すという形でサービスが進行していく。

この方式が普及したのはプログラミングが比較

的易しく、1つのセッションだけを見れば既存の公

衆回線などで行われている1対1の通信と同じよ

うに考えることができるからだ。サーバーは複数

クライアントを同時にサービスするものの、個々の

セッションごとに処理は独立しており、比較的実

装が簡単になる（図1）。

しかし、このクライアント・サーバー方式はクラ

イアントが多数になると、サーバーの負荷が高く

なり、通信が集中するという欠点がある。負荷分

散などの手法もあるが、単に限界点を多少引き上

げるだけの効果しかない。

問題はインターネットが普及し、接続するノード

P2P
TCP/IP本来の通信の姿が実現する
B u s i n e s s  S e e d s  o f  2 0 0 5

図1 クライアント・サーバー方式とP2P方式の比較

すべてのサービスはサーバーが行う

リクエスト

リクエスト

クライアント側の処理が簡単

応
    答

応答

サーバーの負荷が高くなる

集中管理が可能 通信が集中

サービスは、ネットワーク内のノードが
他のノードに対して行う

サーバー・クライアント P2P（ピア・ツー・ピア）

サービス処理が
分散できる

他のノードの通信を
扱う必要がある

塩田 紳二
フリージャーナリスト
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が指数関数的に増えていくことに対して、サー

バーはたとえ負荷分散したとしても整数倍の性能

向上しかできないことにある。

もう1つは、クライアント・サーバー方式はドメイ

ン名やIPアドレスなどでサーバーを識別する必要

があり、その解決のためにDNSやディレクトリー

サービスなどが別途必要になること。DNSや

LDAPなどもクライアント・サーバー方式で実現さ

れており、サーバーが多数の接続をサポートしな

ければならないときに、これらのサービスも同様

の状態になってしまう可能性が高い。

そうなると、インターネット全体で、サービスが

十分に提供できなくなる可能性がある。

P2Pは新しいサービスを創り出す

こうした問題の解決方法の1つとして注目され

ているのがP2P技術である。P2Pとは、サーバー

とクライアントの区別なく、ノード同士の接続で

ネットワークが構築され、サービスをネットワーク

全体で実行するものである。たとえば、ファイル交

換ネットワークでは、ネットワークに対して検索条

件を送信し、該当する条件を満たすファイルを持

つノードがこれに応え、ノード同士が今度は直接

通信を行って、データを転送する。クライアント

は、サービスを提供してくれるノードのアドレスや

名称を知らずとも、サービスをリクエストできるわ

けだ。データを受け取ったノードは、同じ検索条

件に対して、今度は、ファイル提供というサービス

を行うことが可能になる。こうして、サーバーが

行っていた処理をネットワーク全体に分散するこ

とで、より多くのノードに対してサービス提供が可

能になる。

現在では、P2P技術を利用するものは、ファイル

交換だけでなく、グループウェアや音声通信

（Skypeなど）も登場している。また、ストリーミン

グなどのコンテンツ配布にP2P技術を使って負荷

分散させ、多数のノードへの配布を行うなどの研

究も進められている。

ネットワーク自体の構築でも、最近ではメッシュ

ネットワークと呼ばれる手法が注目されている。こ

れは、すべてのノードが近隣のノードへのパケッ

ト転送を行うようにすることで、ネットワークを構

築するものだ。ネットワーク自体をP2P技術で構

築することで近距離通信が可能な多数のノードの

集合体がネットワークとして機能するようになるわ

けだ。一時的に特定の場所にあるノードから構成

されるアドホックなネットワークだけでなく、ビル

内のような固定した場所にあるノードがメッシュ

ネットワークを使って、接続コストを減らすといっ

た応用も可能である。

P2P技術が注目されてきた背景には、ブロード

バンド接続などが普及し、個人ユーザーであって

も、大量データのやりとりが可能になってきたこと

がある。P2Pでは、各ノードは、クライアントであ

ると同時に、ネットワークに対してサービスを提供

するサーバーでもあり、利用者が直接使うデータ

以外も扱う必要がある。このときにネットワークと

の接続に十分な帯域が必要になるからだ。

また、P2Pネットワーク内から必要な情報を見

つけるための分散ハッシュ（図2）や、P2Pノード間

のルーティングなどの研究が進み、効率的な稼働

も不可能ではなくなってきた。

ファイル交換で悪いイメージのあったP2Pだが、

将来的にはインターネットの基盤技術として必要不

可欠なものになるだろう。

DNS： Domain Name

System の略。インター

ネットで、人間が認識しやす

いホストのドメイン名から

IPアドレスを検索する仕組

み。

ディレクトリサービス：名称

から該当するリソースの位

置やアドレスといった情報

を提供するシステム。

図2 ハッシュとは、情報を高速で検索する（取り出す）ための仕組みである

［ 特集 ］先取！ 今年登場してくる重要Netテクノロジー

ハッシュとは？

名前
Name
なまえ　
Namae

データ
データ
データ
データ

なまえ

格納場所を
簡単に特定できる

ハッシュ値
でアクセス
できる
格納場所

　キーワード
（データ名などの識別情報）

対象の
格納先を
特定

分散
ハッシュ値を

計算

データを
取得

元になるデータ データ

データ

データ

データ

データ

データハッシュ
関数

ハッシュ
関数

データ

データ

データ

データ

データ

分散ハッシュ

P2Pネットワーク

データを識別するキーワードからハッシュ
値という固定長のデータを計算。その値に
基づいてデータを格納して参照する仕組み。
データを高速で検索する手法の1つ
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本特集では、今年新たに登場してくる、または

脚光を浴びると思われるテクノロジーを各論形式

で紹介してきた。それぞれは単独でさらなる進化

を遂げるだろうが、注目すべきはこれらのテクノロ

ジーが他のテクノロジーと連携することで、新し

いサービスや産業を形成していくという点だ。こ

こで、その融合が意味する方向を考察してみる。

固定・移動の融合（FMC）が始まる

家庭やオフィスなどで利用される固定通信サー

ビスと、外出時に利用される移動通信サービスを

融合させるFMCという概念が注目を集めている。

固定通信サービスでは、既存の電話サービスに

加え、データ通信と共に音声や画像などマルチメ

ディアデータを対象とした多様なブロードバンド

サービスが普及し始めている。一方、3Gケータイ

サービスの利用者は2,431万人（2004年11月末現

在）に達し、メールやインターネットへのアクセス

手段として、すでに生活のインフラとなっている。

こうした背景から、いつも利用しているケータ

イからも家庭や会社で利用しているブロードバン

ドサービスを受けたい、というニーズが発生する

のは自然の流れである。特に、インターネットが提

供するブロードバンドサービスはコスト面で圧倒

的な優位性を持っている。また、ケータイに代表

される移動通信サービスの「いつでも、どこでも」

時間や場所に制約されないモバイル性はもう手放

すことができない。この両方の長所を享受できる

ようにするのが、FMCなのである。

本特集で紹介した、802.11n、UWB、PON、

3G・4Gケータイ、モバイルIPなどは、競合関係

にあるのではなく、それらが協調してFMCを実

現していくことになるだろう。

無線LANとケータイの
FMCサービスイメージ

近い将来、各家庭にはGE-PONなどの光ファイ

バーによるブロードバンドアクセス回線が提供さ

れ、家庭内のプライベートネットワークには無線

LANが導入されるだろう。

無線 LAN は 802 . 1 1n により広帯域化し、

100Mbpsを超える配線フリーで快適なネットワー

ク環境が家庭内で手に入ることになる。さらに、

ショッピングスポット、空港、駅、ホテルなどの公

衆エリアを中心に高速にインターネット接続できる

公衆無線LANサービスが展開され、固定通信網

のアクセス手段として広く適用されていくだろう。

一方、ケータイサービスは現在3Gへの移行期だ

が、その通信帯域は384kから2.4Mbpsとなり、低

解像度なら映像まで含めたサービスが展開可能

となるだろう。さらに、2010年から予定されてい

る4Gなら高画質映像が固定環境に劣らないレベ

ルで提供されることになる。

この環境下においては、ケータイのプライベート

利用は言うに及ばす、ビジネス利用への期待が高

まるに違いない。

FMCを実現するための
3つのポイント

FMCを具現化するためには、以下の3つのシ

ステム間協調が必要となる（図1）。

（1）システムに依存しないサービスプラットフォー

ムの統合と協調（サービスの一元性）

（2）ユーザーの位置や利用システムに依存しない

ネットワーク間の連携（データの透過性、確実な

FMC：Fixed-mobile Con-

vergence（固定・移動の融

合）。

3G：第3世代の携帯電話方

式の総称。［52ページ］

802.11n：次世代の高速

無線LAN規格。［60ページ］

UWB：Ultra Wide Band

（超広帯域無線）。データを

極めて広い周波数帯に拡散

して送受信を行なう方式。

［62ページ］

モバイル IP：移動体通信向

けの IPで、端末が移動した

ときに移動前と同一のIPア

ドレスを使えるようにする

技術。［58ページ］

GE-PON：Gigabit Ether-

net-Passive Optical

Network。光ファイバーの

公衆回線網で1Gbpsの通

信速度を実現する技術。

［66ページ］

すべては融合していく
2005年注目技術の総括
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転送）

（3）シームレスにアクセス手段を選択し切り替える

メディア間ハンドオーバー（サービスに適応的）

上記はいずれも、標準化を含めた様々な取り組

みが活発化しており、その実現は遠い話ではない。

コンテンツの主役は映像に

インターネットの中を流れているデータを見る

と、当初は文字中心だったが、ここ数年ではIP電

話サービスなどの普及にともない音声データが急

増してきている。データ量の増大というだけでな

く、利用するサービスがメールなど非リアルタイム

系から、音声などのリアルタイム系にシフトしてき

ている点に注目したい。

これには、バックボーン回線もさることながら、

家庭やオフィスまでの回線インフラがADSL、

CATV、FTTH（GE-PON）へと広帯域化してきた

ことが大きく寄与している。ブロードバンド接続の

普及率は、2004年2月の時点で25％に達しており

（インプレス『インターネット白書2004』）、電話のよ

うな双方系のリアルタイム通信を行う基盤として、

SIPやスカイプなどの仕組みが提供されたことも

見逃せない。

音声の次に期待されるのは映像である。映像、

たとえば地上波テレビをネットワークでストレスな

く再生するためには、4～6Mbpsが必要と言われ

る。ハイビジョン映像では15Mbps以上が必要で

ある。実効で15Mを出すにはFTTH 100Mbps

クラスの回線を使う必要があるが、H.264/AVC圧

縮技術の登場は、それを半分の帯域で実現できる

ようにした点で画期的であり、VoDなどへの期待

が高まった。

このように、映像利用への準備は、先の回線の

ブロードバンド化と相まって整いつつある。「通信

と放送の融合」と言われて久しいが、その1つの

形として、通信機器で放送番組を観ることがある

だろう。3Gケータイで1年後に予定されている1

セグ放送は、限定的なサービスながら「ケータイ

で映像を観る」という利用スタイルを定着させる

可能性を秘めている。

通信と放送の融合は、コンピュータまたはイン

ターネットという観点でとらえると、「映像のパーソ

ナルメディア化」と見えてくる。PC、デジタルカメ

ラ／ビデオ、ケータイというデジタル神器を駆使す

れば、いつでも、どこでも、だれでも、安く、映像

を作成でき、発信できる。ロングホーンやマルチ

コアCPUなどのPC環境の進化はそれを下支え

していくことだろう。

これからのFMCと映像化による変化は測りし

れない。ここで示した融合は、我々に新しいコ

ミュニケーションスタイルをもたらすだろう。そし

てそのエネルギーは業界や産業に大きな価値変

化を迫り、新しいビジネスモデルを要求するに違

いない。

SIP：VoIPを応用した IP

電話などで用いられる通話

制御プロトコル。［56ペー

ジ］

H.264/AVC：ITU-T と

ISOによって共同で標準化

が行われた最新の映像デー

タ圧縮技術。［54ページ］

VoD： Video on De-

mand。観たいときに観た

いビデオを視聴できるサー

ビス。ブロードバンド化に

よってインターネット経由

でのサービスが始められて

いる。［72ページ］

1セグ放送：地上デジタル

放送で行なわれる携帯電話

などの移動体向けの放送。

［50ページ］

ロングホーン：次期ウィンド

ウズの開発コードネーム。

［74ページ］

マルチコアCPU：1つの

CPUに複数の演算コアを

パッケージしたもの。ク

ロック数を上げずに処理性

能を向上させる技術。［76

ページ］

図1 FMCサービス実現のためのインターワーク（協調）機能

［ 特集 ］先取！ 今年登場してくる重要Netテクノロジー
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